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ラオス国際監視委員会中間報告書と米政府資料が描く 
ラオス内戦（1954 年～1962 年） 
 
堀 江 洋 文 
 
1970 年代後半、筆者は留学のため米国中西部のシカゴに居住し、続いてミネソタ州に移り住
んだ。この時期にはベトナム戦争は終結していたが、カーター政権末期の 79 年に勃発したテ
ヘランの米国大使館人質事件に至るまで、米国にとっては大きな外交上の懸案事項が重なった。
無秩序な国際危機の時代の始まり、且つ米国では「反ソ的反共主義」が徐々に頭をもたげてき
た時代でもあった。1）ベトナム戦争の後遺症は米国国内でもいろいろ見うけられたが、筆者に
とってはベトナム戦の一部退役軍人達の悲惨な状況や、ミネアポリスで筆者と同じアパートに
引っ越してきたベトナム難民の家族以外はそれ程気にかかるものでもなかった。ミネソタ州は
共産化した自国を逃れ渡米してきた多くのインドシナ難民を引き受けていたが、最近クリン
ト・イーストウッド監督作品「グラン・トリノ」で注目され本稿でも言及するラオス難民のモ
ン族の受け入れ数においても、同州はカリフォルニア州に次いで多くの難民を引き受けていた。
ミネソタに移り住む前にシカゴ近郊の大学院に在籍したが、筆者と同じ学科で報道を学んでい
た英国人の G 君もラオス「難民」であった。ビエンチャンにおいてあるキリスト教系の放送局
で働いていた彼は、オランダ人の奥さんとパテト・ラオに追われて 75 年にビエンチャンを脱
出したとのことであった。たまに授業の後に当時のことを振り返って語ってくれた。今回ラオ
スへの人文研総合研究旅行を企画したときに一番関心があったのは、彼らが脱出した 75 年ま
での約 20 年間に、どのような経緯でパテト・ラオによる政権奪取が実現したのか現場でその
関連地を見ることであり、その意味ではビエンチャン訪問にはかなりの期待を持っていた。ベ
トナム、カンボジア、そしてラオスを戦場としたインドシナ戦争ではあったが、主戦場はあく
までベトナムであった。ラオス戦線のベトナム化によって、言わばベトナム戦役の飛び火を受
けたラオスであったが、ラオス内戦の当事者達の駆け引きや思惑を、若干事前調査をした後に
当地の空気を吸って理解する旅でもあった。 
そのような理解の助けを求めて訪れたビエンチャンのカイソーン博物館は、政権党であるラ
オス人民革命党の支配を正当化しようとする政治色のかなり強い歴史博物館と聞いていたので、
ラオス入国直後にはあまり期待を持っていなかった。しかし、実際には予想を裏切る期待以上
の展示で、もう少し時間を取って見学してもよかったと思っている。ビエンチャン中心部に位
置する国立博物館が閉鎖中であったため、急遽予定を変更してカイソーン・ポムウィハーン前
                                                          
1）古矢旬『アメリカニズム「普遍国家」のナショナリズム』東京大学出版会、245－6 頁。 
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大統領の名を冠したこの博物館を訪れたわけである。ベトナムのドイモイ政策に先んじて宣言
されたチンタナカーン・マイ（新思考）政策によって市場経済化が進められ、小規模とは言え
「資本主義の恩恵」を受けていたビエン
チャンの町外れに、突然現れた巨大な社会
主義的建造物（博物館）及びその前に立つ
カイソーン立像と社会主義のオブジェには、
確かに時代錯誤の印象を拭えなかった。し
かし内部の展示に関しては、社会主義国建
設のプロパガンダ的様相は強いものの、ラ
オス戦後史の一つ一つの出来事が写真パネ
ルと解説、或いは模型等を駆使してよく説
明されていた。ラオス戦後史は概説書等を
読めば大体のことはわかるが、当事者自身
が提示する歴史認識に基づく「彼等の」展
示の意味も否定できない。その点では、4
～5 年前に人文研ベトナム総合研究旅行で
訪れたホーチミン市の戦争証跡博物館や、
フエのトゥア・ティエン・フエ省博物館の 
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展示にも通じるものがある。2）（戦争証跡博物館は多くの観光客が訪れるよく知られた博物館で、
展示もエイジェント・オレンジ使用等の米軍の戦争犯罪を暴く目的の他に、一般の見学者をも
十分に意識したものであった。後者は世界遺産であるフエの建造物群を見学後に気が向いたら
                                                          
2）2000 年 12 月に建てられたカイソーン博物館とベトナムとの関係は深く、展示や運営に関して先輩格の
ホーチミン博物館からの助言や支援を受けている。Christopher E. Goscha, ‘Revolutionizing the 
Indochinese Past: Communist Vietnam’s “Special” Historiography on Laos’, Contesting Visions of the 
Lao Past: Lao Historiography at the Crossroads, eds., Christopher E. Goscha and Søren Ivarsson (2003, 
Copenhagen), p. 291.その意味でカイソーン博物館は、ラオス内戦をベトナム流の民族解放運動と位置づけ
た「史観」の証言の場である。 
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立ち寄るぐらいで、博物館の表に展示されている戦車等を除けば特に目を引く展示物も持って
いない。筆者も当初は歴史博物館としてはあまり見るものはないと考えていたが、内部の展示
はフエの攻防戦を中心に詳細にわたって丁寧にパネル展示がなされていた。） 
比較的自由な市場経済の導入後も、ラオスは政治的にはマルクス・レーニン主義を掲げるラ
オス人民革命党による一党独裁を堅持し、政治局や中央委員会を持った党が指導的役割を果た
すことは、2006 年の第 8 回党大会でも確認されている。しかし同大会でも再確認された改革
解放路線は、市場経済への道を開き、国民に僅かながらも豊かさを感じさせただけでなく、政
府が外国資本を導入して推し進める資源開発によって国家財政にかなりの貢献をしたと考えら
れる。その代表的な事例が、オーストラリアの OZ Minerals 社（旧 Oxiana 社）によって進め
られているラオス南東部（旧ホーチミン・ルートにも近い）のセポーン（Xepon 又は Sepon）
での金及び銅の掘削開発と、ターケーク県のナムテウン 2（Nam Theun2）水力発電計画であ
る。3）このような市場経済化によって、国民生活が僅かながらも向上したことに加えて国家財
政がある程度改善されたことは、人民革命党の一党独裁を脅かすことにもなりかねない本格的
な政治経済改革を求める圧力を削ぐ結果をもたらしつつある。このような政治経済状況下で見
学したカイソーン博物館であったが、現人民革命党政権正当化の意図は明白としても、50 年代
から社会主義体制移行の 70 年代までの流れを簡潔に解説してくれたという印象を筆者は持っ
た。 
ところで本稿の前半では、英国の Parliamentary Papers の中にある英国外務省史料を基礎
にして、ラオス国内の紛争と交渉の経過を追っていこうと考えている。これら史料は、形式的
には英国王室の勅令の形を取って（by her majesty’s command）外務大臣から英国議会に提出
された所謂コマンド・ペーパーと呼ばれる政府機関文書である。具体的にはこれらの文書は、
1954年のジュネーヴ協定（正式には「ラオスにおける敵対行為の終止に関する協定」Agreement 
on the Cessation of Hostilities in Laos）25 条に基づいて議長国インドとポーランド、カナダ
の 3 カ国で構成されたラオス国際監視委員会（International Commission for Supervision and 
Control in Laos、通称 ICSC 或いは International Control Commission、国際休戦監視委員会
とも呼ばれる）が、2 人のジュネーヴ協定共同議長に提出した中間報告書（interim report）で
ある。この協定文書からは、和平に向けての交渉の難しさや当事者双方のそれぞれの思惑が読
み取れる。休戦条項適用の監視を担う目的で設置されたこの監視委員会であったが、実際には
停戦監視の点でこの委員会が細部にわたって完全にその責務を果たしえたとは言いがたい。し
かしラオス情勢の理解と分析に関しては、これらの監視委員会報告書の存在は後世に重要な史
                                                          
3）ナムテウン 2 水力発電の事業計画については http://www.namtheun2.com に詳細がある。水力発電によ
る電力は、金銅とともにラオスにとって重要な輸出源である。 
― 67 ― 
料を残してくれたと言えよう。この委員会が十分に機能しなかった理由としては、当然とは言
え構成 3 カ国の間に十分な信頼関係が成立しなかったことが挙げられる。4） 
本稿の後半部分においては、戦後ラオスにおける最大の恒久和平のチャンスであった第 1 次
連合政府（挙国一致中立政府）が崩壊し、50 年代末から 60 年代初頭にかけて右派勢力とパテ
ト・ラオの抗争が再燃する中で、米国、特に 61 年 1 月に就任したケネディ政権が、キューバ
危機直前のラオス危機をどのように捉えて対応していったかを、ケネディの選択に焦点を合わ
せて 62 年のジュネーヴ協定合意までを中心に解説していきたい。この時期国際監視委員会を
復活させる動きもあったが、復活を巡る各国の思惑にも言及する。 
 
１．1954 年ジュネーヴ会議から第 1次連合政府崩壊まで 
 
本稿ではラオス戦後史描写の始まりを、ディエンビエンフーの戦いにいたる経緯とその戦後
処理であるジュネーヴ会議の開催時期とする。ディエンビエンフーはベトナム反戦運動を少し
でも知る世代にとっては、ヴォー・グエン・ザップ将軍の名とともに今でも記憶に残る出来事
であるが、今回の調査旅行にあっても、あわよくば国境を越えてこのフランス軍敗退の地にた
どり着けるかも知れないとの期待もあって、旅程にラオス北部山岳地帯のサムヌアやポンサー
リーを含めることが出来るか思案したことがある。結局、予算と時間的制約のため、ビエンチャ
ンと古都ルアンプラバーン（ルアンパバーン）の所謂「お決まりコース」に落ち着いた。実は
サムヌアは、太平洋戦争時には旧日本軍も駐留し、戦後ラオス人民党（The Lao People’s Party, 
Phak Pasason Lao）やその軍事部門であるラオス愛国戦線（Lao Patriotic Front, Neo Lao 
Haksat. その戦闘部隊がパテト・ラオで文字通りの意味は「ラオス国」）が誕生した場所であっ
た。5）後述するようにサムヌアは早くからポンサーリーとともにパテト・ラオ勢力下にあり、
                                                          
4）ICSC カナダ代表部の軍事部門創設に関わり、54 年ジュネーヴ条約のラオス国内での履行を監視する中
で、カナダ代表部の軍人として活躍したモートン准将（R.E.A Morton）が直面した各種困難を紹介したヤ
ング（Andrew C. Young）による ‘Brig.-General R.E.A. Morton and the Establishment of the Military 
Component Canadian Delegation of the International Commission for Supervision and Control in Laos, 
1954-55’と題する簡潔な論文がネット上に公開されている。www.cda-cdai.ca/symposia/2003/young.htm 
最初 2003 年に The Archivist 誌（121 号）に公開されたこの論文によると、カナダ代表部は当初から中立
的立場を心がけたが、インドは極端なまでに中立主義を装い、パテト・ラオ側の明確な協定違反があった
場合でも中立の立場を貫いて事実上パテト・ラオ側に立った判断を行ったと断じている。モートンはポー
ランドに関しては、彼らが明らかにパテト・ラオの代理人の立場に終始したと非難している。モートンが
西側の軍人であったことを考えると、モートンの情勢分析も割り引いて解釈する必要があるが、国際監視
委員会の内部で組織としての十分な統一が取れていなかったことを見れば、休戦監視の作業が困難を極め
たことも容易に理解できる。 
5）逆に言えば、パテト・ラオの政治活動を担ったのがラオス人民党、後の人民革命党であったと言えよう。
カンボジアのクメール・ルージュと異なり、パテト・ラオがベトナム共産主義運動の延長線上にあったと
の解釈は根強く残る。 
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1954 年のジュネーヴ会議の頃からいろいろと問題を抱えた地であった。6） 
第 2 次世界大戦直後からインドシナ再植民地化を狙ったフランスに対する抗争の中で、まず
ラオ・イッサラと呼ばれた自由ラオ運動（Lao Issara, Free Laos）の動きは特記に値する。英
連邦を模して戦後創設された「フランス連合」（Union française）の一部としてラオス王国の
名ばかりの独立が認められたが、それは抗仏と完全独立を掲げタイに亡命中のラオ・イッサラ
臨時亡命政権にとっては到底受け入れられる国家形態ではなかった。しかし、この「亡命政権」
がタイ以外に国際的承認を得られず、メコン川を越えてのラオス本土へのゲリラ攻撃も大した
成果を得られない中、ベトミン指揮下のラオス・ベトナム国境沿いの抵抗運動は一定の戦果を
挙げていた模様である。この抵抗運動には 1992 年に大統領となるヌハク・プームサワン
（Nouhak Phoumsavan）や後のラオス人民革命党書記長で首相にもなるカイソーン・ポムウィ
ハーン（Kaysone Phomvihane）が ICP の指導下に活動していた他に、この時期にはモン族等
の反フランス部族の諸部隊も加わっていた。7）その後ラオ・イッサラの指導者間に、フランス
との協力のあり方に関して意見の相違が生まれる。1949 年 7 月の「フランス―ラオス協定」
（Franco-Lao General Convention）によって、フランス連合の枠内ではあるが自治権をある
程度認められた政府の樹立を契機に、自由ラオ運動はフランスとの協定を受け入れてビエン
チャンに戻ったスワンナ・プーマ（Souvanna Phouma）を代表とする中立派と、ベトミンと
の協力を維持しようとするスパーヌウォン（Souphanouvong）のグループに分裂する。しかし、
フランス連合内にあっては「独立」と言っても様々な分野で主権が制限され、本来の主権国家
でなかったことは言うまでもない。その結果ラオ・イッサラは、1949 年 10 月をもって正式に
解散となる。 
 スパーヌウォンは抗仏運動継続のためベトナム北西部に入り、ホーチミンやヴォ ・ーグエン・
                                                          
6）今日サムヌアはフアパン県の県都であるが、ジュネーヴ協定ではポンサーリーと同様に province の扱い
を受けており、本稿でもサムヌア地方やサムヌア県と呼びサムヌアの町と区別する。 
7）ICP（Indochinese Communist Party）は後のベトナム労働党及びそれを引き継いだベトナム共産党の
前身と言われるが、1945 年に解党後も同じ指導者で秘密裏に活動し、その後ベトナム、カンボジア、ラオ
ス三国でそれぞれ別々の政党として再編された。ICP 解党後 1951 年 3 月には三国の代表が抗仏軍事闘争
の調整のため共同戦線を設立するが、これも事実上ベトミン主導の動きであった。プームサワンは後にラ
オス人民党の中央委員になり、政治局第 2 位の序列でカイソーンの右腕として活躍する。ところで、ラオ
ス人民党は 55 年にカイソーンを書記長に結成されたが、ベトナム労働党が支配するインドシナの共産党運
動の一つのブランチと言ってよいであろう。75 年のラオス人民民主共和国樹立まで、裏でラオス愛国戦線
を指導して表舞台に出ることはなかった。72 年に人民革命党に改称している。ラオス人民党の結党は 55
年であるが、ベトナムやカンボジアに比べ設立が遅れた理由は明らかでない。Bruce M. Lockhart, 
‘Narrating 1945 in Lao Historiography’, Contesting Visions of the Loa Past, p. 141; Colin A. Hughes, 
Haruhiro Fukui, et al, eds., Political Parties of Asia and the Pacific (Westport, Conn & London, 1985), 
pp.680-1. 一方モン族のゲリラ戦を率いたのは有名なファイダーン・ロブリヤーオ（Faydang Lobliayao）
であり、日本軍と協力して抗仏運動を行い、日本敗戦後は自由ラオ運動に加わる。彼は 1956 年にラオス愛
国戦線中央委員となり、ラオス人民民主共和国では最高人民議会副議長を務めた。ラオス内戦に関係した
人物の簡単な解説が、日本貿易振興機構（ジェトロ）アジア経済研究所の 2001 年度調査研究報告書（第 2
部資料編、第 12 章ラオス内戦史資料）にある。 
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ザップと協議し、ラオス人民代表者会議を開催してネオ・ラオ・イッサラ抵抗政府（Neo Lao 
Issara、別称ラオス自由戦線、Free Laos Front）の樹立が決定された。この臨時抵抗政府はス
パーヌウォンを首相に、カイソーン・ポムウィハーンを国防相に、ヌハク・プームサワンを経
済財政相に擁して成立する。結局彼らが、1975 年 12 月のラオス人民民主共和国樹立時には指
導者として就任することとなる。カイソーンは元々ベトナム指導層との関係が深く、一般に表
舞台の指導者はスパーヌウォンであるが、裏の実質的権力者はカイソーンであったと言われて
いる。臨時抵抗政府は、ベトミンの支援のもとで 1953 年頃から北部ラオス地域での軍事活動
を活発化させ、フアパン県の中心町サムヌアやポンサーリー県を勢力下に置いた。8）臨時抵抗
政府による北部ラオスの制圧が、その直後 54 年 5 月のディエンビエンフーの勝利に結びつい
たと言えよう。他方 50 年に米国や英国の承認を得たビエンチャンの王国政府は、ルアンプラ
バーンへのパテト・ラオ及びベトミンの侵攻を防ぐことに何とか成功したが、北部とベトナム
国境地帯に「解放区」をかかえる結果を招いた。そしてディエンビエンフー陥落によって、イ
ンドシナ停戦会議（所謂ジュネーヴ会議）が開催されることになる。9）この頃の米国のラオス
を含めた対インドシナ政策は、54 年 4 月 19 日のダレス国務長官の下院外交委員会での証言で
確認することができる。ダレスは 55 年会計年度における外国との相互安全保障プログラムを
支持する中で共産主義の脅威に言及し、彼らが単に東南アジア支配を目論んでいるだけでなく、
その脅威はフィリピンやオーストラリア、ニュージーランドまで及ぶと証言している。そして、
9 月にフランスとの間で合意を得たナヴァレ将軍（General Henri Navarre）立案のナヴァレ
計画（Navarre Plan）について言及し、この計画の遂行によって 55 年までには共産主義の組
織的侵攻を打破してゲリラ戦に持ち込んで戦線を縮小し、そのような小規模な戦闘に対しては、
ベトナム、ラオス、カンボジア各国の国軍によって対応できると楽観論を展開している。10） 
 ジュネーヴ会議の最初の懸案は代表権問題であった。会議の冒頭ベトナム民主共和国首相
ファン・バン・ドンは、ラオス王国政府代表と同じ権限でパテト・ラオの代表を会議に受け入
れるように要求する。これは、親米右派のプイ・サナニコーン（Phoui Sananikone）率いるラ
オス王国政府（Royal Lao Government）代表団によって拒否される。ラオスは既に主権国家
であり、更にフランス連合及び国連の一員でもあり、ラオス領内での軍事活動は、パテト・ラ
                                                          
8）ベトミンは当初独立と民主主義を目指した純粋な民族主義運動であったとされ、フランスに対する抵抗
運動であった。しかし党の設立と同時に反帝、反封建を掲げ共産主義の教義に歩調を合わせるようになる。
George A. Carver, Jr., ‘The Faceless Viet Cong’, Foreign Affairs, vol. 44, no. 3, p. 352. この厳格な教義の
影響がパテト・ラオを通じてラオスに導入されるのは、第２次連合政府の崩壊後の 1962 年後半以降である。 
9）Martin Stuart-Fox, Laos: Politics, Economics and Society (London & Boulder, 1986), pp. 17-21; Grant 
Evans, A Short History of Laos: The Land in between (Crows Nest, NSW; 2002), pp. 39-92; 桜井由躬雄、
石澤良昭『東南アジア現代史 III』山川出版社、372-384 頁。 
10）The Department of State Bulletin, vol. XXX, no. 773, pp. 579-83. ナヴァレ計画は US Department of 
State, Foreign Relations of the United States, 1952-1954, Indochina, vol. XIII, part 1, p. 624 を参照。 
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オと言うよりはそれを支援する外国勢力たるベトミンの仕業であること等が、その反対理由と
して挙られた。11）ベトナム民主共和国はパテト・ラオの代表権獲得を最終的には諦めるが、そ
れに代わってインドシナ 3 国をそれぞれの軍事勢力図を基礎にして、敵対する行政管区に分け
て会議参加させる方法を提案する。この案は結局採用され、これによってベトナムは、北緯 17
度線を境に北のベトナム民主共和国と南のベトナム共和国に分けられることとなる。カンボジ
アのシアヌーク政権はシアヌークの強い反対もあり、このような分割のカンボジアへの導入を
回避することに成功する。ラオス王国政府も、ポンサーリー県とフアパン県のパテト・ラオ行
政地区指定は防げなかったが、国家としての分裂は何とか回避でき、今後の政治交渉において
パテト・ラオとの政治的統合を実現していく道を模索することとなった。これにより、ベトナ
ム民主共和国はその義勇軍（所謂ベトミン）をラオスから撤退させることに同意し、その撤退
過程をラオス国際監視委員会が監視することとなる。ジュネーヴ協定はラオス人による問題解
決を打ち出しており、後述するように、実際の休戦に向けての実質会談はラオス人当事者によ
る合同委員会（Joint Commission）に託され、国際監視委員会には規定上は純粋に休戦の監視・
監督業務が任されただけであった。 
 ジュネーヴ会議後、1957 年に実現することとなる第 1 次連立政権樹立に向けての交渉が始
まる。スワンナ・プーマ及びカターイ・ドン・サソリット（Katay Don Sasorith）指導下の王
国政府は、社会主義に対する警戒を解かない米国の硬直化した冷戦思考に直面しながらも粘り
強い交渉を展開して、上記 2 地方を王国に併合しパテト・ラオ軍を王国軍（Royal Lao Army）
に復帰させようとする。国際監視委員会の監督・監視下でのジュネーヴ休戦協定の実施、そし
て政治解決へ向けての努力は後で詳細に解説するが、この時期パテト・ラオ勢力側を王国へ統
合することのみを希求する王国政府に対し、パテト・ラオは憲法と選挙法の改正を通じてラオ
スの政治機構そのものの再編を実現しようとしていた。1955 年には会議の進展が見られない中
で、ジュネーヴ会議後スワンナ・プーマから首相の座を引き継いだカターイ・ドン・サソリッ
トは、問題となっているポンサーリーとサムヌア地方を除く 10 の地方で総選挙を強行する。
パテト・ラオはこの国会選挙をボイコットするが、交渉期間中パテト・ラオ指導部は、上記 2
地方の政治的・行政的支配権をより確かなものとしていく。一方国際監視委員会は、1956 年初
頭にカナダとインドの賛成によって、王国政府側がこれら 2 地方をラオス王国へ併合する権限
を保持していることを認める。そして 3 月にスワンナ・プーマ政権が成立すると、プーマは中
国及びベトナム民主共和国に支持を求め、パテト・ラオの王国政府への統合問題はラオスの内
政問題であることを認めさせることに何とか成功する。このような中立派スワンナ・プーマの
                                                          
11）サナニコーンはその後もスワンナ・プーマの中立主義に反対し、1959 年に首相に就任すると後述する
ようにラオス愛国戦線に対する強硬措置をとる。 
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国家統合に向けての努力に対して、パテト・ラオとのどのような妥協にも反対する意見は、タ
イ国は言うに及ばず、共産党員を含んだラオスの連立政権構想に嫌悪感を隠さない米国からも
聞かれることとなる。12）そしてこれら 2 国の支持を得た右派政治勢力が、ラオス政治に登壇し
てくるのも当然の成り行きであった。それでも 56 年 8 月には敵対関係の終結、パテト・ラオ
勢力下の上記北部 2 地方の併合、パテト・ラオ軍の王国軍への統合、ラオス愛国戦線の新政党
としての公認と愛国戦線も参加を認められた補充選挙の実施等を基礎にした暫定協定が締結さ
れ、翌 57 年の 11 月には最終協定（所謂ビエンチャン協定）が結ばれた。そして愛国戦線側か
らもスパーヌウォンとプーミー・ボンビチト（Phoumi Vongvichit）が、それぞれ計画・再建
相と宗教・芸術相として入閣して連合政府が発足する。そしてラオスの統一が成立したとして、
国際監視委員会も無期限休会に入る。13）そのため委員会の中間報告も、58 年 10 月に出され 58
年 5 月末までを扱った第 4 次中間報告で一旦完結し、62 年 10 月に提出され 61 年 5 月から 62
年 7 月までを扱った文書「ラオス問題解決に関する国際会議」（International Conference on 
the Settlement of the Laotian Question）までは、英国外相から英国議会に提出されるラオス
関連のコマンド・ペーパーも途切れることとなる。（後述するようにこの国際会議は、シアヌー
ク殿下の提案で始まった所謂「14 カ国会議」で、62 年 7 月の Declaration and Protocol on the 
Neutrality of Laos と呼ばれる第 2 のジュネーヴ協定を生むこととなる。） 
 ところで、各国政府が承認に動きラオス国内でも国民議会が満場一致で連合政府の発足を歓
迎する中で、米国だけがラオス新体制に不満を表明する。翌 58 年に 21 席の新議席をめぐって
争われた補充選挙では、パテト・ラオはラオス愛国戦線として選挙を戦い、ラオス愛国戦線や
平和・中立党のような左派勢力が躍進し右派の凋落が目立つ結果となった。選挙の争点は、急
増する米国の経済・軍事援助に絡む汚職問題であり、選挙は不正に対するラオス国民の審判が
下された形にもなった。ラオスが明らかに左に傾斜する中で、米国の支援を受けた右派はラオ
ス愛国戦線に対する対決色を強め、58 年 10 月には若手官僚や軍幹部による反共エリート政治
                                                          
12）ラオス王国政府は米英仏三国に対して、三国がそれぞれどのような対ラオス政策を採るのか表明するよ
うに依頼したが、それに対して米国は 57 年 4 月 16 日に駐米ラオス王国大使に対して回答している。その
内容は米国政府としては、ラオス王国政府がラオス全土に対する完全な権利を持っていることを支持し、
ラオスの再統一とその政治問題解決は、ジュネーヴ協定と国際監視委員会の原則に従って実施されるべき
であることを提唱している。そしてパテト・ラオが王国政府のこのような権利を認めるに際して、また国
家への再統一に関して「異質な」条件を付けてきていることに対して遺憾の意を表明している。国務省報
道官はその一週間後に記者の質問に答え、パテト・ラオが提示するこのような「異質な」条件として３つ
を挙げているが、そのうちの一つが共産党員を含んだ連合政権の樹立であった。United States 
Department of State Historical Office, American Foreign Policy: Current Documents, 1957 (Millwood, 
New York, 1974), pp. 1211-2 (Doc. 399)（以後 Current Documents と略記） 
13）その直後スワンナ・プーマはワシントンを訪れアイゼンハワーと会談してコミュニケを発表している。
その内容はプーマによる勝利宣言のようにも聞こえるが、同時に共産主義イデオロギーが自由世界に対す
る敵であり、ラオス国民にはなじまないと宣言したことは、2 人の愛国戦線指導者を迎えた新政権の運営
に対して暗雲を予感させるものでもあった。Current Documents, 1958, pp. 1242-3 (Doc. 488); Stuart-Fox, 
Laos, pp. 21-3. 
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集団である国益擁護委員会 CDNI（Committee for Defense of National Interests）が創設され
る。国益擁護委員会は公式政党ではないが右寄りの政治・行政改革を標榜し、プーマの中立政
策に反対するとともにパテト・ラオには強硬策を取り右派政権樹立を目指した。そして時期を
合わせたようにラオス政府に対する米国の援助が停止され、国会の信任を得られなかったスワ
ンナ・プーマ政権が倒れると、それに代わって CDNI の支持を受けた反共のプイ・サナニコー
ン政権が誕生しパテト・ラオの排除を始める。米国の指示でこの政権には少数の陸軍士官が入
閣することとなる。サナニコーンは 57 年協定に基づいてパテト・ラオ軍の王国軍への統合を
加速しようとするが、ジャール平原に展開中のパテト・ラオ大隊は王国軍の包囲網をすり抜け、
59 年以降ゲリラ戦がラオス全土で再び戦われることとなる。ベトナム戦争から飛び散る戦闘の
火の粉から中立ラオスを守る最大のチャンスは、冷戦思考に立脚した米国のイデオロギー主導
の東南アジア政策によって一瞬のうちに崩壊したと言えよう。右傾化の波はサナニコーン政権
にも飛び火し、59 年末にはサナニコーンの「より効果的中立」を標榜する外交政策に反対を唱
える王国軍司令部のメンバー達が、プーミー・ノーサワン（Phoumi Nosavan）の指揮で CDNI
の支持を得てサナニコーンを辞任に追い込む。このような状況下で 60 年 4 月に実施された選
挙では、CDNI 等の右派が圧勝しラオス愛国戦線や平和・中立党は一議席も獲得することがで
きなかった。状況から察するに、この選挙が大掛かりな不正選挙であったことはほぼ間違いな
い。14） 
この時期ソ連や中国はもちろんベトナム民主共和国も、愛国戦線側から 2 人の入閣があった
スワンナ・プーマ中立連合政権を受け入れる用意があったと思われる。この頃既にベトナム民
主共和国は、ゴ・ディン・ジェム南ベトナム政権に対する武力攻勢をかけることを決定してい
たが、そのことはラオスにおいても同様な武装反抗路線を踏襲することを意味していなかった。
カンボジア領内の南ベトナムへのアクセス・ルート（後の所謂ホーチミン・ルート）の確保の
代償として、彼らはシアヌークに対してクメール・ルージュを支持しないことを秘密裏に認め
ていたが、ちょうど同じ様な考え方をハノイの指導者たちはラオスに対しても持っていたはず
である。即ち、ラオス領内の南ベトナムへの秘密輸送ルートの確保が保障されれば、プーマの
中立政権を受け入れる用意があったと思われる。米国及びタイの支援を得てラオス右派勢力は
プーマの中立政権を崩壊に導くのであるが、その結果ハノイとしても南ベトナムへのアクセ
ス・ルートの確保と維持のために、パテト・ラオの協力の下でラオスに「解放区」を作り上げ
ることは戦略上必要となったのである。ラオスのベトナム軍の指令組織として、Group 959 と
呼ばれる組織が作られたのは 59 年 9 月である。この指令組織の主たる目的は、ラオス王国軍
                                                          
14）Hughes, et al, eds., Political Parties, pp. 681-2. 
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に対する強力な軍事的対抗勢力としてパテト・ラオを育て上げることであった。15） 
 
２．国際監視委員会第 1次及び第 2次中間報告書 
 
 ここで、これまで述べてきた 1954 年のジュネーヴ和平会議後から 50 年代末までのラオス情
勢の展開を、ラオス国際監視委員会はどのように見て、それをどのように報告していたのかに
言及したい。最初の国際監視委員会第 1 次中間報告書（First Interim Report of the 
International commission for Supervision and Control in Laos）は 1954 年 8 月 11 日から 12
月末までを扱ったものであるが、この報告書は 55 年 3 月 29 日に国際監視委員会議長国のイン
ドが、ジュネーヴ和平会議の共同議長であったアンソニー・イーデンと M.モロトフに送付した
ものを、英国政府とソ連政府が公表に同意したものである。この時期ラオス国内の戦闘部隊と
しては、ラオス王国軍、フランス連合軍、パテト・ラオ戦闘部隊、ベトナム民主共和国義勇軍
の 4 つが存在した。そして 54 年ジュネーヴ協定第 2 条にあるラオス全土における即時停戦条
項に基づき、各グループの戦闘部隊の撤退については、まず国際監視委員会の指定する暫定集
結地に集められた各部隊の中で、同協定 6 条及び 8 条に基づく 5000 人（軍事教官 1500 人、
軍事施設要員 3500 人）を除いてフランス連合軍は 54 年 11 月 19 日までに完全撤退すること
が定められている。同じくベトナム民主共和国義勇軍も、同じ日程でラオスからの完全撤退が
義務付けられている。パテト・ラオ戦闘部隊は、その場で除隊を申請したものを除いて、ポン
サーリーとサムヌア地方への移動が求められる。一方この期間中ラオス王国軍は、そのままの
形で本来の場所に（in situ）残されることとなる。このように、紆余曲折を経ながらも外国軍
の撤退とパテト・ラオ戦闘部隊のラオス王国軍への統合へ向けての方向性が徐々に示されてい
くことになる。これら撤退と各部隊の安全に関するすべてにおいて、国際監視委員会が第一義
的責任を負うことになったことは言うまでもない。16） 
暫定集結地については、フランス連合軍は国際監視委員会に対しシェンクアン、ルアンプラ
バーン、ビエンチャンの他にサワンナケートとパークセーの南部 2 ヶ所を提案しているが、一
方ベトナム人民義勇軍はポンサーリー、ビエンチャン、シェンクアン、サワンナケート、アッ
タプーの 5 ヶ所を、パテト・ラオはサムヌアとポンサーリーの全域とルアンプラバーン、ビエ
ンチャン、シェンクアン、ターケーク、パークセー等の 8 ヶ所を提案している。ジュネーヴ協
定では、暫定集結地として、フランス連合軍に 5 ヶ所、ベトナム人民義勇軍に 5 ヶ所、パテト・
                                                          
15）Stuart-Fox, Laos, pp. 23-5. 
16）House of Commons Parliamentary Papers online (1954-55 Cmd. 9445), pp. ii, 1-8. （以後 HCPP と
略記） 
― 74 ― 
ラオ戦闘部隊に 12 ヶ所が認められていたから、実際にはパテト・ラオ戦闘部隊は認められて
いるより 4 ヶ所少ない暫定集結地を提案したことになる。それでもフランス連合軍側は、ベト
ナム人民義勇軍とパテト・ラオ戦闘部隊の集結地が近接しており、撤退の原則に反しているこ
とを委員会に抗議している。結局後者は、ポンサーリーとサムヌアを除いて他の地域の集結地
を縮小することを提案し、フランス連合軍側もその提案に同意する。更にフランス連合軍側は、
ポンサーリーとサムヌアに関して、パテト・ラオ、ベトナム人民義勇軍側が両地域の全体を暫
定集結地としている点を問題視し、これをジュネーヴ協定 12 条違反であると主張する。結局
54 年 8 月 30 日に合同委員会（Joint Commission）によって締結された協定では、フランス連
合軍の暫定集結地については提案通りとなり、ベトナム義勇軍とパテト・ラオ部隊に関しては
縮小の方向で合意を見た。17）即ち暫定集結地としてベトナム義勇軍に 5 ヶ所が、パテト・ラオ
に 6 ヶ所が与えられた。特にベトナム義勇軍に関してはシェンクアンへの集結が変更となり、
サムヌアが暫定集結地となった。このことはベトナム義勇軍をより国境に近い地区に追いやっ
たことにもなるが、そのことが、サムヌアとポンサーリー地方の「分離的性格」を助長したと
も言える。実際この合同委員会の協定には、サムヌア、ポンサーリー地方のパテト・ラオ戦闘
部隊には言及が全くなく、火種を残したままの協定となったが、国際監視委員会の報告書でこ
の 2 地区の問題に言及されていることは、この 2 地区の問題の深刻化を監視委員会が予期して
いたことを示唆している。 
撤退は、複雑な地形や 9 月末まで続いたモンスーン気候、或いは双方の互いに対する不信感
にもかかわらず 10 月と 11 月には概ね手際よく進められ、撤退ルートや暫定集結地での事件も
なく無事終了したとの国際監視委員会の報告がある。但しフランスの撤退に関しては、ジュネー
ヴ協定で認められた上記 5000 人の「残留部隊」を残す必要性の問題（南部サワンナケート近
くのセノに 3500 人、ラオス国軍に軍事教官として 1500 人）がフランス連合軍撤退時の若干の
混乱の原因となったし、ベトナム義勇軍側の撤退はルートが幹線道路から離れた山岳地帯の横
断であったため、通信手段の不足も手伝って困難を極めたとの委員会報告がある。国際監視委
員会のスタッフ不足がその原因の根底にあったのか、報告書では最後の撤退完了の確認は各グ
ループからの報告に頼ったことも指摘されている。18）報告書はその後地雷除去問題と捕虜及び
政治犯解放問題に言及する。地雷や爆発物の除去についてはジュネーヴ協定第 3 条に除去の規
定があるが、さらにジャール平原の北に位置するケング・カーイで協定が締結され（Khang 
                                                          
17）この合同委員会はジュネーヴ協定に言及があり、フランス連合軍・ラオス王国軍に対するパテト・ラオ
とベトナム義勇軍という二つの対立するグループの討議の場として設置された。合同委員会はジュネーヴ
協定に基づいて休戦を実際に施行していく詳細な過程に責任があり、それに対して国際監視委員会はその
施行を監視する役割を担っていた。 
18）なお双方の撤退の詳細については、委員会報告書の終わりに掲載された Appendix A, B に詳説されてい
る。Ibid., pp. 53-60. 
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Khay Agreement）、撤退ルート、重要な交通・通信ライン、人口密集地周辺や暫定集結地での
地雷等の除去が取り決められた。除去が難しい場合はフェンスで囲む処置等が定められている。
今回の休戦協定に基づく撤退において、敵軍支配地を通過して暫定集結地に移動することは殆
どなかったことや、組織的に地雷等が設置された場所が少なかったこと、そのような場所も適
切に印がつけられていたこともあり、報告書では地雷等による事故は殆どなかったとの記述が
ある。このことは、ベトナム戦争を経て米軍による爆撃の後遺症たる不発弾問題に今も揺れる
ラオスの現状を見ると、大きな差異が感じられる。19）一方、ジュネーヴ協定第 16 条に基づく
捕虜及び政治犯解放問題はもう少し複雑であった。報告書では、協定で定められた捕虜・政治
犯解放期限が遵守されなかったこと、両者が主張する捕虜・政治犯の数に大きな相違が存在し
たことが指摘されている。後者の問題の根底には、まずジャングルにおけるゲリラ戦での捕虜
の正確な数の把握は難しいこと、数の中に脱走兵や国外でのラオス人捕虜及び政治犯逮捕者の
数が含まれていた可能性があったことが報告されている。20）また、協定違反行為に対する訴え
も双方からあったが、監視委員会報告書が結論づけているように、委員会としては事案が委員
会に持ち込まれる前に、双方が話し合って事実関係を確認し互いの協議で解決すべきであると
して、報告書自体はやや突き放した論調に終始している。そして、様々な困難にも関わらず監
視委員会自体は、双方からの訴えに対し組織的、効果的調査を行い、休戦当初特に高かった緊
張関係の緩和に大きく寄与したと自賛している。報告書の論調から判断すると、この時期に監
視委員会調査によって証明された重大な協定違反はなかったと言えよう。21） 
 監視委員会報告書も認めているように、この時期の最も解決困難な案件はポンサーリーとサ
ムヌアをめぐる問題であった。その一つの原因が、報告書の結論においても指摘されているよ
うに、ジュネーヴ協定自体がこの 2 地方に関してはやや曖昧な記述に終始しており、更にラオ
ス王国軍とパテト・ラオの双方が、それぞれ独自の協定解釈に基づいてこれらの地の支配権を
主張している点にある。先述したように、54 年 8 月 30 日に合同委員会においてベトナム義勇
軍、パテト・ラオ、フランス連合軍の暫定集結地の数等を取り決める協定が調印されたが、協
定の中でこの両地方への言及は全くされなかった。9 月 7 日になってフランス連合軍、ラオス
王国軍側は監視委員会に対し、ポンサーリーとサムヌアに言及しなかったのは、これら 2 地方
が現在も係争中であることをその理由として上げている。ベトナム/パテト・ラオ側は、逆にこ
の点を突いて、フランス/王国軍側に 2 地方への言及がなかったのは、これら地方の全域がパテ
ト・ラオ戦闘部隊の最終集結地であることを示すものであり、王国軍がこれら 2 地方において
                                                          
19）Ibid., p. 17. 
20）Ibid., pp. 18-26. 
21）Ibid., pp. 31-41. 
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軍事展開していないことの証拠であると主張する。パテト・ラオは、ジュネーヴ協定第 14 条
にはパテト・ラオ戦闘部隊が政治解決の時までポンサーリーとサムヌアの 2 地方へ移動すると
明記されており、この条項にある地方（province）とはこの 2 地方全域を指すと解釈する。即
ち彼らによれば、そうでなければ協定の条項文には、これら 2 地方の中の 1 地域（a zone）と
表記されたはずである。このようなベトナム/パテト・ラオ側の主張に対して、フランス/ラオ
ス王国軍側も反論し、14 条にはこれら 2 地方の全域とする表現はないこと、ジュネーヴ協定
12 条においてパテト・ラオ戦闘部隊は 12 の暫定集結地に駐留することとなっているが、これ
は各地方に 1 地区（one area）であり、ポンサーリーとサムヌアについてもそれぞれ 1 地区で
あると理解する。22）更に彼らは、ジュネーヴ協定で認められたラオス王国政府の主権を考慮す
ると、これら 2 地方の行政上の県都（ポンサーリーとサムヌア）はラオス王国軍に割り当てら
れた地域に含まれるべきであると主張する。そして先の暫定集結地をめぐる 8 月 30 日の協定
で彼らがこれら 2 地方に言及しなかったのは、議論になりそうな事項を避けて協定調印を容易
にしようとしたからであると説明している。国際監視委員会は訴えのあった点に関して調査を
行ったが、両者の衝突を未然に防ぐことが委員会のもっとも重要な業務と認識している。そこ
で監視委員会は双方に対し、これら 2 地方に展開中の各部隊に衝突を避けるよう指示を出すよ
う要望している。監視委員会は言わば両者からなる共同委員会の調停役であり、自ら積極的に
休戦条項を具体化しようとする権限も力も意志もなかった。委員会の結論は、ジュネーヴ協定
14 条で触れられている政治解決を強く希求することであった。 
 第 1 次報告書の結論として国際監視委員会は、ラオス国内の交通網の欠如、ジュネーヴ協定
規定の曖昧さ、紛争当事者双方の意見の相違にもかかわらず、両者ともジュネーヴ協定の軍事
的側面に関する義務を果たすために多大な努力をしたと評価している。特に外国軍等の撤退に
関しては、目立った衝突もなく無事に完了したことを自賛すると同時に、ポンサーリー及びサ
ムヌアの北部 2 地方においては、双方の軍が近接したまま配置され衝突の可能性があることを
示唆している。そして、政治解決へ向けてのスピードを上げる必要性を論じて報告書は終わっ
ている。国際監視委員会の責務はジュネーヴの休戦協定の項目を、特に軍事面に絞って監視監
督することであったが、それにしても具体的には当事者間の交渉（即ち共同委員会）任せであっ
たという印象は拭えない。本来監視委員会に任された任務は、ジュネーヴ協定の諸規定の適用
を協定 25 条に基づいて監視監督するもので、協定を実際に施行する責任は協定 24 条に明記さ
れているようにラオスの当事者グループにあり（Responsibility for the execution of the 
agreement on the cessation of hostilities shall rest with the parties.）、そのため協定 28 条に
                                                          
22）確かにジュネーヴ協定 12 条では、the twelve (12) provisional assembly areas, one to each province, for 
the reception of the fighting units of “Pathet Lao”とあり、フランス/ラオス王国軍側の主張を裏付けている。 
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基づいてケング・カーイでの共同委員会が設置されたのであった。23）しかし、国際監視委員会
が、もう少し大胆に休戦プロセスに介入する道はなかったのかと思われる。機能不全とは決し
て言えないし、与えられた権限は適切に行使したと考えられるが、監視委員会として休戦から
政治的解決へのより積極的な道筋を立てる姿勢を結局示せなかった裏には、先述のモートン准
将の証言にもあるように、冷戦下での監視委員会の構成の問題が大きかった。但し監視委員会
に同情的に考えると、確かに 50 年代半ばのラオスの交通・通信事情が委員会の活動に大きな
障壁となったことは事実である。実働部隊として 6 つの常駐チーム（Fixed Team）と 5 つの
移動チーム（Mobile Team）を設置したが、部隊の活動が鉄道もなく道路も寸断されている国
情によって大きく制約を受けたことは報告書の中で繰り返し語られていた。 
 1955 年になると国際監視委員会は第 2 次報告書を提出する。本稿で用いるこの報告書は 55
年 1 月 1 日から 6 月末までを扱ったもので、最初 10 月 7 日に監視委員会議長国のインド政府
から英国政府に送付され、翌 11 月にコマンド・ペーパー（1955-56 Cmd.9630）として英国政
府外相から英国議会に提出されたものである。55 年 1 月になって最初に問題化したのが、共同
委員会解散問題である。ジュネーヴ協定に基づく最終的撤退が前年 11 月 19 日に完了して、外
国軍組織を委員会の構成メンバーに含む合同委員会は解散すべきとの意見が、フランス/ラオス
王国軍側から提示されることとなる。彼らによれば、合同委員会はそもそもジュネーヴ協定第
28 条によって、協定中の外国部隊の撤退に関する条項の履行を容易にするために設立されたも
ので、撤退が完了した今の段階で合同委員会の有用性はなくなったと言うものである。フラン
ス/王国軍側としては、ジュネーヴ協定で今後対処すべきものとして残っている案件は、ラオス
の国内政治問題に関するもので、そのためにはラオス王国政府とパテト・ラオ代表による「合
同政治委員会」（Joint Political Committee）の設置が望ましいとしている。これに対してパテ
ト・ラオは、合同委員会自体はジュネーヴ協定とケング・カーイ協定に基づき設置されている
もので、両協定の条項が完全に施行されていない現在において合同委員会はまだ解散されるべ
きではないとする。2 協定施行の際に実際に様々な問題が発生しており、そのような問題に対
応するためにも合同委員会による監視が必要であると主張する。王国政府としては、ラオス国
内政治問題をラオス人の手で一日でも早く策定していこうとの考えであるが、ベトナムの物資、
人員、精神的支援なくしては未だ弱い立場のパテト・ラオとしては、この時点において単独で
王国政府側と対峙することには弱腰で、ベトナム義勇軍も構成メンバーたる合同委員会をその
まま残し、合同政治委員会の設置を少しでも遅らせたい思惑があったと考えられる。パテト・
ラオ側は、ジュネーヴ協定が完全に施行されるまでは、協定の当事者の一つであるベトナム人
民義勇軍も、ラオスにおいて適切な役割を果し続けるべきであると繰り返すが、2 月 15 日に合
                                                          
23）HCPP (1955-56 Cmd. 9630), p. 6. 
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同委員会は機能を停止することとなる。24） 
 ラオス王国政府はパテト・ラオ代表との政治折衝に入る希望を表明し、結局双方は平和の構
築と母国の統一実現のため政治諮問会議（Consultative Political Conference）を召集すること
に合意し、またパテト・ラオ側からは休戦問題に関して共同宣言作成の提案があった。その趣
旨で、55 年 1 月 18 日にジャール平原での政治諮問会議で共同宣言が採択される。パテト・ラ
オ側は、基本的政治問題解決とジュネーヴ協定の最終宣言（Déclaration Finale）の精神に沿っ
た秘密投票による自由な総選挙実現のためには、合同政治協議会（Joint Political Council）の
設置が必要であると考えていたが、この政治諮問会議をそのような協議会設置に向けた予備会
談ととらえていた。25）双方は 3 月 9 日に、Joint Declaration by the Political Conference giving 
Undertakings to put a Stop to Hostile Acts, Particularly Military Activities と呼ばれる共同
宣言を発布する。こうして政治諮問会議がビエンチャンにおいて開催されることとなるが、国
際監視委員会はこの間の双方の政治会議に向けた議論の展開を全く周知しておらず、ラオス政
治情勢を評価し適切な助言を行うためには、定期的にラオス側から会議の進展について報告を
受けることを強く求める。合同委員会を引き継いで新しい政治会議を模索するラオス当事者達が、
一時的にせよ、また故意にではないかも知れないが国際監視委員会を無視した事例である。26） 
 しかし、パテト・ラオが未だにベトミン最高司令部の支配下にあり、ポンサーリーとサムヌ
ア両地方を勢力下に置いているとの王国政府の主張によって、政治会談は早くも暗礁に乗り上
げる。王国政府は、ジュネーヴ協定に従って王国政府機能をこれら両地方に再建することを求
める。具体的には、これら 2 地方に展開するパテト・ラオ部隊は、ジュネーヴ協定 14 条に示
された 2 地区を結ぶ回廊（corridor）によって暫定集結地に集められ、来るべき選挙では国家
への統合の印として、これらパテト・ラオ部隊がこの 2 地方で王国政府を代表することの可能
性に言及している。27）これに対しパテト・ラオ側は、この間の王国政府と米国との協力関係に
                                                          
24）Ibid., pp. 6-8.  
25）54 年 7 月 21 日に出された最終宣言は米国国務省の Department of State Bulletin, vol. XXXI, no. 788 
(August 2, 1954), p. 164 にある非公式翻訳のものと、European Navigator (www.ena.lu) にあるフランス
語訳のものを使用した。（その他に United States Department of State Historical Office, American 
Foreign Policy 1950-1955 Basic Documents, vol. 1, pp. 785-7 をも使用した。）最終宣言のあとにはカンボ
ジアに続いてラオス王国政府の宣言 Déclaration du Gouvernement royal du Laos が添付されている。米
国はジュネーヴ協定に調印せず法的拘束を免れる道を選んだが、同時に国務次官ウォルター・スミス
（Under Secretary Walter B. Smith）による声明を発表し、米国としてのインドシナ停戦に対する単独宣
言（unilateral declaration）を行っている。米国政府はこの中で、国連の原則と目的に従って平和の強化
に努力すると言明しているが、調印しなかったジュネーヴ協定については、それに「留意する」（take note 
of the agreements concluded at Geneva）との表現に止めている。50 年代を通じて米国政府は、ジュネー
ヴ協定等の地域紛争解決へ向けての合意よりは、より普遍的な国連憲章や国連の目的と米国の外交政策が
一致していることに言及することが多々あった。Ibid., pp. 787-9; Department of State Bulletin, vol. 
XXXI, no. 788, pp. 162-3. アイゼンハワーは任期末の記者会見での質問に答える中でも、国連憲章と米外
交の一致に触れている。Current Documents, 1961, p. 990 (Doc. 494). 
26）HCPP (1955-56 Cmnd. 9630), pp. 9, 34-5 (Appendix A). 
27）協定 14 条は、パテト・ラオ戦闘部隊がポンサーリーとサムヌアを結ぶベトナム・ラオス国境沿いの「回
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対して抗議し、北部 2 地方問題や選挙法改定を基礎とした自由総選挙の実施のような困難な政
治諸問題を解決するために、先述の合同政治協議会の設置を要求する。他方王国政府は、政府
の上に権威を持った合同政治協議会が設置されることには強く反対を表明した。彼らによれば、
ジュネーヴ協定は政権担当能力を持った 2 つの権威が合併することを想定していたのではなく、
現在既に政府として存在し機能している王国政府へのパテト・ラオ側の統合を予期していたと
理解していたのである。 
 55 年 5 月 3 日に国際監視委員会のカナダ代表は、政治決着に向けての交渉で王国政府とパテ
ト・ラオ双方を導く目的で決議案（Resolution submitted by the Canadian Delegation on 3rd 
May, 1955, regarding Negotiations for the Political Settlement between the Two Parties）を
提出する。このカナダ決議案には、ポンサーリーとサムヌア両地方での王国政府再建は休戦直
後の実現が期待されており、政治問題解決がその前提条件ではないとの条項がある。また、民
主的権利の問題に関しては、それが政治問題解決へ向けての条件として扱われるべきではなく、
また憲法や選挙法改正も政治決着の前提条件を形成しないとしている。このようなパテト・ラ
オの主張と一線を画したカナダ案は、ポーランド代表からの批判を受ける。ポーランドによれ
ば、カナダ案にある北部 2 地方に王国政府を設置する問題も政治解決に関する問題も、国際監
視委員会権限の外にあり、これら事柄への監視委員会の介入は越権行為であり、ジュネーヴ協
定が定める範囲を超えるものである。結局監視委員会は、双方に対して早期政治決着に向けて
の交渉再開とその継続を求めるに止まる。28）ポーランド代表の主張の通り、国際監視委員会に
は本来大きな権限が与えられていたのではないというのが通説である。ジュネーヴ協定項目実
施の直接の責任はラオス当事者グループにあり、監視委員会には協定 25 条にある監視・監督
の業務が任されていただけである。しかし、監視・監督業務をいかに理解するかにもよるが、
カナダ代表が試みたように、ジュネーヴ協定が委員会に与える権限を最大限に捉えて、もう少
し積極的に踏み込んだ監視体制が実現できなかったのかと思われる。協定 25 条を狭く厳密に
捉えるポーランド代表を見ると、先述のモートン准将によって表明された不満も十分理解でき
よう。 
 ところで北部 2 地方について 54 年 8 月の合同委員会は、王国政府軍が 54 年 8 月 6 日の休戦
時にこれらの地方に兵を展開していたことを多数決で承認しているが、その兵力と展開地域に
ついては確認されていない。実際休戦前の北部 2 地方の戦況は流動的で、双方の総司令部とも
自軍の所在について明確な情報を持ち合わせていなかったし、たとえ情報があっても公表する
                                                                                                                                                       
廊」を往来することは認めているが、この 2 地方の集結地にパテト・ラオ勢力圏は限定されるというのが
王国政府の解釈であり、パテト・ラオ側の理解のように 2 地方全体の支配を認められたのではない。Ibid., 
p. 12. 
28）Ibid., pp. 10-11. 
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ことを躊躇していた。いずれにせよ、ジュネーヴ協定 14 条の不明瞭さが、当事者双方のみな
らず国際監視委員会の仕事を難しくしていた。基本的には監視委員会内の 14 条解釈は、ポー
ランド代表団がパテト・ラオの解釈を、カナダ代表団が王国政府側の理解を取り入れていたと
言えよう。そしてポーランド代表団は、北部 2 地方問題に関して意見の一致が見られない以上、
監視委員会としてはこの問題を討議しないことが最善の方策であるとの考えであった。インド
代表は、監視委員会の決定が双方に受け入れられないのであれば、たとえ監視委員会が北部 2
地方のあり方に関して法解釈を行ったとしても意味がないとして、この問題を将来取り上げる
可能性は排除しないとしながらも、現状下での監視委員会の積極的関与については消極姿勢を
見せた。一方インドは、国際監視委員会の下に設置された軍事委員会（military committee）
の小委員会において、カナダとともに「既に休戦前の 7 月 21 日から 8 月 6 日までの時点で、
王国軍部隊がサムヌアにおいて作戦活動をおこなっていた」とする見方を支持し、軍事委員会
においてはカナダ寄りの立場を取る。この軍事委員会は、国際監視委員会から北部 2 地方での
王国軍の軍事展開の実情調査を指示された監視委員会の下部組織であり、政治委員会や行政委
員会とともに国際監視委員会の下に設置された 3 つの委員会の一つであった。軍事委員会と政
治委員会の分離を提案したのは、モートン准将であったと言われているが、結果的にカナダの
思惑通りの展開となった。モートンは先述の証言の中でインド軍人について言及し、モートン
の後継者に対してカナダとインドとの共通性（特に言語、同じ英連邦国家、同じような軍事的
伝統）を強調し、彼らと連携してポーランドに対峙するように助言している。即ちモートンは、
表の政治舞台でのインドの過度な中立主義には懸念を示しつつも、軍事委員会で付き合うこと
となったインド軍人のプロフェッショナリズムについては、比較的高い評価を与えていたと考
えられる。29） 
 この問題は再び国際監視委員会で協議され、インド代表は、王国軍が北部 2 地方に留まる権
利があるかどうかは協定 14 条の解釈次第であり、これら 2 地方に現在展開する双方の軍事部
隊の衝突を回避するという緊急な問題から分離して議論されるべきであると提案する。更にイ
ンド代表は、双方の軍事勢力圏の境界線画定を提案するが、このような提案は王国軍の北部 2
地方での軍事展開を認めるも同然の提案であり、ポーランド代表の強い反対を受ける。軍事委
員会は、双方の軍事勢力圏拡大を禁止したジュネーヴ協定第 19 条の違反行為を防止するため
に、王国軍占有地域周辺 2 キロメートルを双方の軍隊の立入禁止地域とする答申を行っている。
しかし結局北部 2 地方問題について監視委員会は、協定 14 条で想定されている政治解決なく
しては、王国政府統治をこれら 2 地方で構築することは困難と結論付ける。30） 
                                                          
29）Ibid., pp. 13-14. Andrew, ‘Brig.-General R.E.A. Morton’. 
30）Ibid., pp. 15-17,  
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３．国際監視委員会第 3次及び第 4次中間報告 
 
 55 年 7 月 1 日から 57 年 5 月 16 日までを扱った第 3 次中間報告書（Third Interim Report）
は、これまで同様国際監視委員会議長国のインドから英国政府に送られ、57 年 12 月にコマン
ド・ペーパーとして英国外相から英国議会に提出された。31）第 3 次報告書の緒言で監視委員会
は、55 年 7 月からの約 2 年間を振り返り、慎重ではあるが今までになく問題解決に向けて希望
ある論調で経過を報告している。第 2 次中間報告書作成時は、協定 14 条解釈を巡って厳しい
交渉が続いた時期であったが、その期間双方の対立姿勢は解けず、小規模で散発的とは言え衝
突も報告された。しかし、56 年半ばから状況が好転し、その転機となったのがビエンチャンに
おける王国政府とパテト・ラオ双方の指導者の会談であった。8 月に 2 つの共同宣言が締結さ
れ、その後も多くの合意事項が発表される。そして 56 年末に最終的問題解決に向けてのステッ
プを描いた共同宣言が、ラオス王国政府首相のスワンナ・プーマ殿下とパテト・ラオ代表のス
パーヌウォン殿下の間で最終的に調印されると、政治解決の実現が現実のものと感じられるよ
うになってきた。監視委員会も、政治問題完全決着に向けて希望を持ち、この時期双方の会談
に直接関与はしなかったものの、ジュネーヴ協定 14 条問題の解決や対立関係の抑制に諸策を
講じたと報告している。32） 
 この時期監視委員会は、両者が政治的合意に至るように調停を行い、そして難局を打開でき
るように最大限努力したと報告している。55 年 7 月から王国政府とパテト・ラオ双方は政治会
談を開始し、国際監視委員会もオブザーバーとして会議に参加している。王国政府はパテト・
ラオの主張を一部取り入れ、1）総選挙、2）北部 2 地方での王国政府行政機能の構築、3）パ
テト・ラオ戦闘部隊の王国軍への統合、4）民主的自由の 4 議題で交渉を進めることに同意す
る。パテト・ラオは、ジュネーヴでの最終宣言第 3 条、ジュネーヴ協定第 15 条、王国憲法に
基づいて 1951 年の選挙法の修正を提案するが、それに対して王国政府側は、現行選挙法がす
べてのラオに適用されていること、それがパテト・ラオに対して決して差別的ではないことを
強調する。そして選挙法改正は、総選挙後に国会によって行われるべきであると言明した後、
王国政府は、国会が選挙の日程を 55 年 8 月 28 日から 12 月 25 日に延期したことを付け加え
た。監視委員会は、ジュネーヴ協定によって政治問題の解決には直接的な責任を負わないとさ
れており、委員会自体も王国の内政には干渉しないとの立場ではあったが、今回双方に対して
交渉の進展を早めるように求めている。しかし、交渉は最終的に 9 月 5 日をもって中断するこ
とになる。 
                                                          
31）HCPP (1957-58 Cmnd. 314). 
32）Ibid., p. 4. 
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 一方 9 月 30 日には王国政府首相のカターイ・ドン・サソリットとパテト・ラオのスパーヌ
ウォンがシェンクアンで会談し、その直後の 10 月 9 日からのラングーン会議の開催が決定さ
れる。この会議には国際監視委員会代表もラングーンに赴くことになり、両者の会談自体には
直接関与することはなかったが、会議の進展については逐一報告を受けていた。会議において
王国政府側は、政治問題の解決が優先されるべきことを強調し、それに対してパテト・ラオ側
は、軍事問題を最初に取り上げるべきであると主張する。結局王国政府は、会議において次の
4 議題を取り上げることに同意する。即ち、1）敵対的行為の中止、2）ポンサーリー及びサム
ヌア地方での王国政府統治の再樹立、3）総選挙、4）パテト・ラオ戦闘部隊の今後の地位につ
いての 4 議題である。2）については、パテト・ラオ側が北部 2 地方を王国の行政統治下に置
くことに同意するが、合同諮問協議会（Joint Consultative Council）を両地方にそれぞれ設置
し、行政の再構築に向けた検討と実施に当たらせるべきとの案を提示する。総選挙に関して両
者は、直接秘密選挙の原則、パテト・ラオ関係者にも被選挙権を与える点等については合意す
るが、被選挙権の 25 歳への引き下げや女性参政権等についてはラングーン会議の時点から意
見の相違が見られた。33） 
 その後 10 月末にビエンチャンで開催された会議では、ラングーン会議での双方の意見の相
違が根本的性格のものであり解決不能であることが判明する。パテト・ラオはこれら諸問題の
解決なしには 55 年総選挙には参加しないことを表明し、実際 12 月 25 日に施行された総選挙
はボイコットしている。この期間国際監視委員会は、双方から政治交渉の経緯に関して報告を
受けているが、委員会自らが選挙の実施に対して役割を演じるように依頼されていないし、選
挙に対する公式見解も表明していない。情勢の悪化は明らかで、双方の緊張は高まりつつあっ
た。カナダ代表は 12 月 14 日に北部 2 地方の王国政府への併合決議案を提出するが、それに対
しポーランド代表は、監視委員会の主たる関心は休戦の維持にあり、政治問題の解決をジュネー
ヴ協定共同議長であるセルウィン・ロイドと M.モロトフに付託している現在においては、監視
委員会としてはいかなる行動を取ることも慎むべきであるとの見解を表明する。結局翌 56 年 1
月 7 日に、北部 2 地方の王国政府への即時併合とパテト・ラオの「差別なき」統合措置、そし
てこれら目的達成と政治決着のために交渉を再開することを提唱した修正決議案が、カナダと
インドの賛成で採択され 2 月には共同議長に送付されている。その後スワンナ・プーマ新政権
が誕生し、プーマ首相が 3 月にパテト・ラオとの政治決着に向けて政策を国会で宣言すると、
スパーヌウォンもプーマ宛の書簡でジュネーヴ協定施行のために政治問題解決に応じる用意が
あることを明言する。34） 
                                                          
33）Ibid., pp. 6-8. 
34）Ibid., pp. 9-10. 1 月 7 日の監視委員会決議 Resolution adopted by the International Commission for 
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 56 年 8 月に両者の会談が始まると、国際監視委員会はスパーヌウォンの安全確保に尽力した
が、会談自体には関与しなかった。友好的に進んだ会談で 5 日と 10 日に 2 つの共同宣言が締
結され両者の平和共存が力説される。北部 2 地方の併合、パテト・ラオ戦闘部隊の王国軍への
統合、ラオス愛国戦線を新政党として公認すること、ラオス愛国戦線も参加し女性参政権を認
めた秘密投票による補充選挙の実施等が確認された。更に両者は政治及び軍事の混合委員会
（Mixed Committee）を設置し、共同宣言に示されている各種課題に取り組むことに合意し、
9 月 25 日から作業を開始している。時を同じくして監視委員会は、ポーランド代表のイニシャ
ティヴによる 9 月 24 日付「共同宣言に関する決議」（Resolution on the Joint Declaration）
を採択し、政治決着に関する両者の会談結果に満足の意を表明するとともに、共同宣言がジュ
ネーヴ協定に準拠した最終合意作りの基礎を成すことを確認している。監視委員会としては、
この時点でジュネーヴ協定に基づく休戦監視業務はほぼ成功裏に終結に近づいたとの印象を
持ったと思われる。35）そのような印象を支持するように、王国政府とパテト・ラオは交渉を繰
り返し、11 月 2 日と 12 月 24 日の合意を受けて、12 月 28 日には再度共同宣言が発せられる。
この宣言の中で両者は、初めて両者の間に交わされた相互理解に満足の意を表し、補充総選挙
前にパテト・ラオの代表も含めた挙国一致政権を樹立することを確認している。もちろんこの
段階に至っても、問題の完全決着にはいくつかの障害が存在していた。そこで監視委員会は 57
年 5 月 16 日付で決議を採択し、両者に対して最終決着に向けての自由な討議を促し、その中
で合同政治・軍事委員会（Joint Political and Military Committee）の最大限の利用を提案し
ている。36）監視委員会中間報告書を読む限りでは、この頃休戦条約の施行と相互不信解消に果
たした合同軍事委員会の役割は非常に大きかったと言えよう。 
 中間報告書としては最後となる第 4 次報告書は、57 年 5 月 17 日から 58 年 5 月 30 日までを
扱い 58 年 10 月に提出されている。政治決着に向けての最終段階に入り、国際監視委員会の報
告もこれまでの報告書に比べ短いながらも、文面からは余裕と一種の楽観が感じ取れる。緒言
にある次のような言葉も、58 年半ばの段階での監視委員会の状況認識を反映している。‘The 
period under review in this Fourth Interim Report saw historic developments in Laos. The 
Commission took great pleasure in reporting that.’ しかし、第 4 次報告書が扱う期間の開始
                                                                                                                                                       
Supervision and Control in Laos at its 163rd Meeting on Saturday, January 7, 1956 は Annexure 3 (Ibid., 
pp. 47-9) を、スワンナ・プーマの国会でのスピーチは Annexure 5 (Ibid., pp. 52-3) を、スパーヌウォン
の書簡は Annexure 6 (Ibid., p. 54)を参照。 
35）Ibid., pp. 10-11. 
36）Ibid., pp. 11-13. この決議は第4次中間報告書のAnnexure 1に見ることができる。HCCP (1958-9 Cmnd. 
541), pp. 24-5. 決議採択の動機としては、障害に直面している交渉を再度元の軌道に乗せるためには、監
視委員会としての公の「激励」が必要との判断があった。監視委員会としては久々の和平プロセスへの「介
入」であるが、委員会が抱く危機感は決議文の中に大文字で書かれた DECLARE, RECOMMEND, URGE, 
CALL UPON のような動詞の切迫性に垣間見ることができる。 
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時である 57 年 5 月は、政治危機によって王国政府が辞任に追い込まれ、政府とパテト・ラオ
との交渉も中断されていた頃である。このような事態に監視委員会も憂慮の念を隠せず、7 月
15 日には当事者双方に監視委員会として交渉の中断を心配していることを伝え、5 月 16 日の
監視委員会決議を再度注視するよう促した。パテト・ラオ、遅れて王国政府からの返答を得て
両者の交渉は再開されることになる。監視委員会としての面目躍如であるが、同時に監視委員
会はスワンナ・プーマ側から、スパーヌウォンやパテト・ラオ関係者のビエンチャン滞在中の
警護を依頼されている。カターイ・サソリット等による組閣の試みが失敗に終わった後プーマ
は国会で演説し、56 年 12 月 28 日の共同宣言にある拡大挙国一致政府の樹立、そしてその直
後の補充選挙の実施を訴える。更にプーマは、援助条件が王国の主権と自由の原則に抵触しな
い限りにおいて、どの国からの援助も受け入れる用意があることを宣言する。9 月末から交渉
が始まり、互いが妥協点を探そうと努力する中で、合同政治委員会及び軍事委員会の両方で最
終妥結に向けて大きな進展を見ることとなる。妥結を妨げる障害は、やはり北部 2 地方問題、
パテト・ラオ戦闘部隊の統合問題、パテト・ラオ代表を含む形での拡大政府樹立問題であった
が、11 月 2 日の合同政治・軍事委員会において合意が成立する。そして同日プーマとスパーヌ
ウォンは共同宣言に調印し、パテト・ラオ参加の挙国一致政府の樹立、北部 2 地方における王
国政府統治の確立、パテト・ラオ戦闘部隊の統合と兵器類の王国政府への引渡し、ラオス愛国
戦線を公認政党とすること等で最終合意にいたる。37） 
 11 月 18 日に国会は、プーマが首班を務め 2 人の前パテト・ラオ関係者（スパーヌウォン及
びボンビチト）を含む挙国一致政府を全会一致で承認する。プーマは国際監視委員会議長宛の
11 月 26 日付の書簡で、11 月の合意によってジュネーヴ協定 14 条の政治決着への予備的段階
を終えた故、監視委員会の活動も終結に向かいつつあるとの解釈を示す。そして今後は、委員
会の業務終結には補充選挙が残るのみであると表明している。監視委員会議長は、委員会構成
国はこの件に関して自国政府と協議するとしているが、願ってもないラオス問題の決着に、そ
の喜びを第 4 次報告書の中に記している。12 月 6 日の閣議で政府は 58 年 5 月 4 日を、選挙法
改正にともなって創設される 20 議席を争う補充総選挙の日と決定する。合意の実行も直ちに
着々と進められ、北部 2 地方を始めラオス各地で併合の進展が見られ、王国軍へのパテト・ラ
オ戦闘部隊員の統合が進んでいることを監視委員会は確認している。選挙運動は選挙の 60 日
前に当たる 3 月 4 日に始まり、監視委員会も選挙運動期間中はオブザーバーとして苦情を聞く
役割を担っている。しかし監視委員会は、選挙運動には一切介入しない姿勢も貫いていた。更
に監視委員会は、シェンクアン地方とパークセー地方に人員を派遣し選挙前の地方情勢を視察
していた。報告によればこれら地域で選挙運動は静かに展開されており、他の地域でも選挙期
                                                          
37）Ibid., pp. 6, 9-11. 
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間中及び選挙日ともに、監視委員会の出動を必要とする事態には至らなかったとされている。
選挙は南部のアッタプー地方で一部不正があったとされるが、全体としては選挙法に基づいて
正常に選挙が実施されたと、スパーヌウォンはプーマ宛 5 月 19 日付書簡で報告している。プー
マも選挙中の不正や差別に対しては、法廷や国会を通じて厳正に対処すべきと返答するが、同
時に国際監視委員会にはこの問題に関与する権限がないことにも言及する。プーマはラオス人
による統治を目指し、なるべき早期にジュネーヴ協定の完全履行を達成したいと考えていたよ
うである。監視委員会の存在自体が、そのような段階にラオスが至っていない証拠であり、監
視委員会の撤退でもって、ラオスが主権を持った真の独立国としての地位を獲得したことにな
ると考えていたと思われる。38）監視委員会も 5 月 8 日に、ジュネーヴ協定 39 条に従いその活
動を縮小する問題を議論し始める。席上カナダ代表は、総選挙が既に行われ、しかも王国政府
による監視委員会活動の終結要請が出された以上、監視委員会としてはその活動を即時停止す
べきであるとの立場を明示する。一方ポーランド代表及びインド代表は、それぞれの根拠は同
じではないが、5 月 4 日の総選挙が公式に有効とされてからの解散・撤退を提案する。その結
果最終的には、39 条の全会一致の原則に従いポーランド案が採択されて、国会での選挙の有効
性が宣言されてから監視委員会は解散することとなる。39） 
ところで先述したように、プーマの下で挙国一致政府が成立しラオス情勢に対する楽観論が芽
生える中で、右派勢力の再編も進みつつあった。反共エリート政治集団の国益擁護委員会 CDNI
が創設され、プーマの中立政策に代わる親米右派政権樹立を目指した動きが活発化する。そし
て、CDNI の支持を得たプイ・サナニコーン政権がプーマの中立政権に代わって誕生すると、
パテト・ラオ排除政策が開始される。その後更に右寄りのプーミー・ノーサワンが CDNI の支
持で政治の実権を握り 60 年 4 月に選挙を実施すると、2 年前とは全く逆の右派圧勝という選挙
結果となったことは既に紹介した。選挙後ソムサニット政権が成立するが、政治の実権はプー
ミーが握り続けることとなる。 
 
４．コン・レ大尉のクーデターとパテト・ラオ攻勢 ―ケネディ政権内部の議論― 
 
 パテト・ラオと王国軍の戦闘が再開されると、ラオスへの米国の軍事援助が急増する。この
ような内戦勃発の危機という状況下で 60 年 8 月に起こったのが、空挺部隊大尉コン・レによ
るクーデターである。殆ど誰もこの若い軍人の名前を聞いたことがなかったが、コン・レ主導
のクーデターは、内戦による意味のない流血にしか繋がらない CDNI の政策に対する反抗運動
                                                          
38）Ibid., pp. 11-14. 
39）Ibid., pp. 15-17. 
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であり、中立政策の回復と汚職の撲滅を目指していた点で一般民衆の支持を受けた。コン・レ
はラオス政局の急速な右傾化に反対し、プーミー・ノーサワンに反抗してスワンナ・プーマを
支持したのである。米国も突然の出来事に驚き、タイの支援を得てサワンナケートから反攻に
出たプーミー将軍に対して資金等の援助を約束した。一方スワンナ・プーマは政治的解決に向
けた妥結案を提示しようとするが、それをプーミー側が拒否すると、プーマはパテト・ラオと
の交渉を再開する。そして米国がプーミーに対する軍事援助を始めると、プーマはソ連に援助
を求めソ連は必需品の空輸を約束する。ソ連によるパテト・ラオへの大量の武器等の空輸が始
まったのは 60 年 12 月 3 日である。その直前にプーマはパテト・ラオのスパーヌウォンに会い
新たな連合政権樹立に原則合意して、コン・レ軍とともに逃れたジャール平原のカンカイに「正
統政府」としてプーマ政権を樹立する。米国側の資料からは、米国のプーミー将軍に対する援
助は、ソ連のパテト・ラオへの軍事物資の大量空輸に対抗したものであったことが記されてい
るが、これについては、61 年初頭のアイゼンハワー政権末期及びケネディの大統領就任当初に、
米国政府内部で交わされた議論に言及する中で簡単に触れることにする。40）プーミー政権が合
法的に樹立されたものと理解する米国側と、正当な手続きを踏んで樹立されたスワンナ・プー
マの挙国一致政府が、不当にも右派によって追放されたと見るソ連の解釈との間の溝を埋める
ことは至難の業と思われた。プーミーは米国の援助を受けてビエンチャン攻略を行い、反共右
派のブンウム殿下（Boun Oum）を首班とする政権が 60 年 12 月に樹立される。ブンウム政権
は米英によって承認されるが、後述するようにこの両国の間にはブンウム政権支持に温度差が
あった。一方スワンナ・プーマは、その後も共産圏やインド、ビルマ、カンボジアといった中
立諸国の支持を得る。コン・レの中立派軍とパテト・ラオとの連合軍の攻撃によって、プーミー
の右派軍はジャール平原南のバンビエンからビエンチャンに向け撤退を余儀なくされる。この
段階でケネディは右派の軍事的勝利は不可能と確信し、新連合政府を目指した国際会議への動
きに弾みがつくことになる。41） 
 この時期の米国政府の対応を、公開されている米政府内部資料を用いて検証してみたい。ケ
ネディ政権の発足当初の数ヶ月が、その後の米国のラオス介入の在り方を決定付けたと言って
過言ではない。また前政権から引き継いだ情報、政策の影響も大きかったと思われる。本稿で
                                                          
40）米国はソ連の空輸に対する抗議と王国軍に対する軍事援助の正当性について、12 月 17 日付文書で駐米
ソ連大使ミハイル・メンシコフを通じてソ連に伝えている。Current Documents, 1960, pp. 684-5 (Doc. 
321). 
41）Stuart-Fox, Laos, pp. 26-7. 余談ではあるが、伴野朗著『陽はメコンに沈む』でストーリーの背景とさ
れたのは、61 年の辻政信ラオス失踪事件であった。太平洋戦争中「作戦の神様」と呼ばれ、しかし実際は
参謀本部作戦参謀として数々の作戦失敗の責任者と目される辻政信は、戦後国会議員となるが、61 年 4 月
に参議院から東南アジア視察休暇をもらいビエンチャンに現れる。その直後ジャール平原に向かったとの
情報であるが音信不通となる。ちょうど辻が失踪した時期に展開されたジャール平原を巡る攻防について
は、後述するアメリカ政府内部の議論が参考になる。 
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用いる内部資料は、1991 年 10 月 28 日に当時のブッシュ大統領の署名により成立した The 
Foreign Relations Authorization Act に基づき米国務省主導で編纂された所謂 The Foreign 
Relations of the United States series を中心にしたものである。このシリーズにおいてラオス
には第 24 巻の一巻全部があてがわれ、ケネディ政権発足当初においてラオス問題が、キューバ
問題とともにいかに新政権を悩ました大問題であったかをこの資料で垣間見ることができる。42）
実際、62 年 7 月のジュネーヴ協定成立後は、ラオスに変わって政権の注目はベトナム情勢に推
移していくが、政権発足時の政権内部の関心はラオスとキューバであり、失敗に終わったピッ
グス湾事件（Invasión de Bahía de Cochinos, Bay of Pigs Invasion）やミサイル危機等の
キューバ政策での所謂瀬戸際外交のメンタリティーが、この時期ラオスに対する政策決定に影
響を与えた節もある。逆に、キューバ政策を通じてケネディが CIA や軍の情報を鵜呑みにしな
くなっていた事実も重要であろう。それは当然国務省立案の政治・外交政策の比重が増すこと
に繋がる。ラオスにおいては、政治的解決を支援する形での軍事作戦という位置づけであった
が、後述するように国務省と国防総省・軍の意見の食い違いが議論を混乱させる場面もあった。
ケネディ政権によるラオスの「中立」の是認とジュネーヴ会議に至る経緯を、これら資料から
読み解いていく。 
 ケネディ政権への 1 月 20 日の引継ぎを間近に控えて、アイゼンハワー政権の閣僚やスタッ
フ達は、混乱を極めるラオス情勢に対応するため議論を続けていた。政権末期によくある諦め
や政治的空白或いは事なかれ主義は、資料からは微塵も感じられない。ラオス問題はアイゼン
ハワー政権からケネディへの置き土産ではあったが、前政権は最後まで問題を議論し次期政権
に引き継ごうとしていた。1 月 2 日、アイゼンハワーを前にクリスチャン・ハーター国務長官
は、SEATO（東南アジア条約機構）会合の報告の中で、フランスの不明瞭な態度、特にブンウ
ム＝プーミー政権を承認しない事実に不満を募らす。原因はプーミーの根からの反仏感情と、
フランスのプーミーに対する不信にあるが、大統領は少々苛立ってか、もし近隣諸国への影響
がなければラオスを失ってもよいとまで発言するが、米国にとってラオス王国そのものは、そ
れぐらいの意味しか持っていなかったと考えられるし、また逆にこのアイゼンハワーの発言は、
共産圏のドミノ的拡大に対する警戒とも取ることができる。大統領は、米国が一旦軍事力を背
景にした政策を採ることを決定したならば、ラオス問題の完全解決を実現すべきであり、エジ
プトでの英国や朝鮮での米国のように問題を長引かせるべきでないとの見解を示す。ダレス
                                                          
42）Edward C. Keefer, ed., Foreign Relations of the United States, 1961-1963, Laos Crisis, vol. XXIV 
(1994). （以後 FRUS Laos と略記）同じものはネット上でも検索でき、http:// www.state.gov/r/pa/ho/frus/ 
kennedyjf/c15873.htm を参照。91 年 10 月の法制定の目的は、アメリカ政府の外交政策決定に関する包括
的文献資料を提供することにあったが、すべての政府機関に国務省編纂者への外交関連資料供出を義務付
けたこの法律の結果、また資料内容の改変や無断削除を禁じた結果、網羅的で信頼できる資料集が完成し
たと言えよう。 
― 88 ― 
CIA 長官はソ連が空輸の形でラオス情勢に介入していることに言及し、ジャール平原へのソ連
の空輸は止めなければならないと主張する。43）2 日後の会合でハーターは、国務省が国際監視
委員会を復活させる案に徐々に傾いていることを表明する。これまでインドがスワンナ・プー
マを支持していたため、監視委員会を復活させると監視委員会がプーマを正統政府として認め
ることに繋がるのではないかと危惧してきたが、国連に事態の解決を持ち込むよりは監視委員
会を活用した方がよいとの見解である。44）嘗て国連憲章に基づいて国連をラオス紛争解決の基
礎にしようとの発言が目立った米国であるが、この頃から国連に代わって国際監視委員会の名
がしばしば出るようになる。 
 5 日の国家安全保障会議（National Security Council）では、統合参謀本部（JCS）による
東南アジア見解が報告され、その報告書の中で指摘されている国務省と国防総省の判断の相違
が話題となる。JCS 報告は、コン・レによる反乱時に米国としてはプーミー軍の増強に直ちに
手を貸すべきであったのに、国務省はプーマ寄りの動きを示し、結果としてコン・レ軍の増強
を許してしまったと指摘している。このような批判に対してハーター国務長官は、その頃スワ
ンナ・プーマ政権はラオスの正統な政権であり、同盟国もプーマを支持しプーミーに反対して
いたことを指摘する。米国は、プーミーが正統なる政府に反旗を翻している時もプーミーに軍
事支援をし続けることに成功してきたし、更に徐々に権力をプーマからプーミーに移行させる
ことにも成功してきたとハーターは指摘して、国務省判断が正しかったことを強調している。大
統領は、合衆国政府の一政府機関が他の政府機関の判断を批判していることに不快感を示す。45）
この頃大統領に提出された文書を見ると、大統領周辺では国際監視委員会の復活が話題となっ
ており、インド政府がソ連に委員会復活で接触し、英国政府は西側も復活提案に賛同すべきと
の見解であることが報告される。しかし米国の立場は、監視委員会の職務をパテト・ラオの軍
事作戦を中止させ共産圏からの軍事援助を停止させる目的に絞っての監視委員会復活容認で
あった。米太平洋軍総司令部（CINCPAC）にいたっては、監視委員会の復活は米軍の作戦に
は邪魔であるが、共産国にとっては彼らが展開する作戦の障害にはならないとまで言い切って
いる。13 日には東アジア担当国務次官補のグラハム・パーソンズが発言し、ソ連は監視委員会
の復活よりはシアヌーク提案の 14カ国会議に関心を示しており、タイや反共アジア諸国は元々
ポーランドやインドの入る監視委員会には不信の念を抱いていたと指摘する。46） 
17 日の会議には現閣僚・補佐官の他にラスク次期国務長官等の次期政権スタッフの一部が出
                                                          
43）Ibid., pp. 1-3. ソ連のジャール平原の共産勢力への空輸は、同じ頃『タイム』誌 1 月 6 日号の太平洋軍
総司令官ハリー・フェルドを特集したカバーストーリーでも取り上げられている。 
44）Ibid., pp. 5-6. 
45）Ibid., pp. 7-8. コン・レ反乱時のプーミーへの援助の遅れは、後に太平洋軍総司令官フェルドによって
も指摘されている。Ibid., p. 74. 
46）Ibid., pp. 9-11. 
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席し、ラオス情勢の分析と今後の政策が議論された。その中でレムニッツアー統合参謀本部議
長は、統合参謀本部がゲイツ国防長官に 14 日付で提出した今後のラオス政策案を紹介する。
この文書では、軍事顧問団（Military Assistance Advisory Group, MAAG）の派遣とラオス王
国軍への物資支援及び軍事訓練、SEATO におけるブンウム政権支援合意、米国は監視委員会
の復活を求めないこと、米軍の単独介入は SEATO による介入が実現しなかった場合に限るこ
と等の勧告がなされている。47）問題はプーミー軍の強化であるが、英仏が渋る中での SEATO
の介入は難しく、軍事顧問団による現地でのプーミー軍強化以外には、どれだけ物資を投じて
もベトミンの軍事基幹要員の力を相殺することはできないとの結論に達している。SEATO は
張子の虎に成りつつあり、西側同盟も一枚岩ではないことを露呈した形になった。この会議で
は、次期国務長官としてラスクも多くの質問を行っている。ラスクは戦線の拡大によって、米
ソの全面戦争となるのか、それとも東南アジア全体を巻き込む大規模戦争に発展するのかの疑
問を持っていた。ジョージ・ケナンの後任として 57 年まで駐ソ連大使であったボーレン
（Charles Bohlen）は会議でソ連の思惑を分析し、ソ連がラオスを大規模軍事作戦の場とは考
えていないことを強調する。ボーレンによれば、ソ連は完全な勝利は求めていないが、完全な
敗北は受け入れられないと考えており、また最近のソ連のラオス空輸は、ソ連と中国共産党の
紛争の影響であるとしている。即ちソ連としては、共産主義の盟主としてラオスにおける存在
をアピールする必要があった。おそらくソ連の介入によって、中国の北部ラオスへの侵攻を阻
止する狙いもあったかと思われる。最後にハーターは、現在進行中の外交的動きを継続するこ
とを確認し、モン族への梃入れや SEATO への働きを示唆するが、新政権との交代が 3 日後に
迫っていることからこの時点での大きな動きは控えることを報告している。48） 
新政権誕生直前の 19 日午前、アイゼンハワーとケネディの会談が行われる。新政権への移
行が順調に進んでいることを印象付ける狙いもあったが、ケネディには軍事介入の準備状況等
ラオス情勢に関して、アイゼンハワーから確認しておきたいことがいくつかあった。会談では
ハーター国務長官が、ラオスにおいては共産主義者を入閣させれば、どのような政府も最終的
には彼らの政権支配で終わると言明し、そのような提案に対しては警戒を持って対応するよう
に勧告する。ハーターは、もしラオスが陥落すれば次はタイ、フィリピン、蒋介石であると説
明し、ケネディも会談を終えて、アイゼンハワー政権は米国のラオス介入を支持しているとい
                                                          
47）この時期 MAAG はまだ Programs Evaluation Office (PEO)と呼ばれていた。ジュネーヴ協定によって
先述のフランス残留部隊以外はラオス王国軍の訓練にあたることはできなかったが、米国はジュネーヴ協
定の逃げ道として民間援助団体を装った私服軍人から成る PEO を設置し、徐々にフランスの肩代わりをし
ていく。コン・レのクーデター時にはビエンチャンの PEO 本部は一時活動を中止し、南部サワンナケート
の支部がプーミー軍の支援を行った。PEO は 61 年 4 月に MAAG に格上げされる。PEO は米軍事顧問を
ラオス王国軍の大隊レベルへ送り込んでいたが、現場の大隊長の中には大隊の欠陥を悟られないように軍
事顧問に抵抗する者も存在したという。Ibid., p. 122. 
48）Ibid., pp. 12-18. 
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う印象を持ったようである。アイゼンハワーは米国の単独行動は望ましい選択ではなく、米国
が軍事介入主義者のレッテルを貼られることを恐れていた。ハーターは、ラオス問題で SEATO
を使う選択肢は、英仏を SEATO から排除することとなると強調する。ケネディはアイゼンハ
ワーに、ラオスで共産側を入れた連合政権を立ち上げることと、SEATO を使ってラオスに軍
事介入することのどちらが良いか尋ねるが、大統領は後者の方が問題なくより良い選択である
と断言する。大統領は米国による介入は最後の手段であり、ラオスを失うことは「ボトルの栓」
を失うことに等しく、極東の殆どを失うことを意味すると指摘する。大統領は更に西側諸国の
協調に複雑な状況を作り出しているド・ゴールについて述べ、ド・ゴールは米英仏の 3 国によ
る政策決定を望んでいるとして、このようなド・ゴールの描く枠組みは NATO を崩壊に導くも
のとして反対の意を表明する。当然大統領には、3 国間の SEATO での意見の不一致が念頭に
あったものと思われる。ケネディは更にゲイツ国防相に対し、ラオスへの軍事介入が成功する
か質問するが、それに対するゲイツの答えは、政治情勢は悲観視しているが米軍が介入した場
合軍事情勢の好転は確信しているというものであった。その場合 SEATO を通じての作戦が最
良で、そのためにはラオスからの介入要請が必須であるとの見解をゲイツは示す。49） 
ハーターはこの会談の模様を更に詳しくメモに残しているが、それによるとハーター自身が
これまでのラオス情勢の展開を簡潔に新政権に解説していることがわかる。ハーターは、ラオ
スのすべての勢力が認めるように国際監視委員会が成功裏に業務を完結したこと、SEATO 同
盟はラオス政府からの支援要請があった場合は締結国が支援の義務を負うこと、インド政府が
ジュネーヴ協定の共同議長（即ち英露外相）に国際監視委員会復活を考慮するよう依頼したこ
と等を、ケネディに説明したとしている。特にインド政府の監視委員会復活設置依頼に関して
は、インドへの返書において英国がソ連との共同歩調にこだわり、スワンナ・プーマ政権を承
認するソ連に配慮して、米国が合法政権と認める現ラオス政権に言及することを拒否している
ことにハーターは不快感を示している。監視委員会をラオスに復活させる前に監視委員会の権
限が明確化される必要があり、復活が成った監視委員会が最初に対峙すべきは現ラオス政権で
あるというのが米国の立場であるとしている。シアヌーク提案の「14 ヶ国会議」については米
国としては現在検討中であり、扉を閉ざしていないと説明する。ケネディはハーターに今後取
るべき政策の方向を尋ねるが、ハーターは、共産勢力を入れた新政府を作らずにラオスの政治
解決が図れるのであればそれが最良であるとして、共産側の代表が入った政府がこれまで成功
してこなかった事実に言及する。そして政治解決を図る上で軍事的に優位に立っていることの
重要性を指摘する。50） 
                                                          
49）Ibid., pp. 19-22. 
50）Ibid., pp. 22-5. 
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 ケネディ政権が発足すると、そのラオス政策の概要が見えてくるが、当初は前政権からの政
策継承の印象が強い。1 月に入ってからの旧政権との協議が、ケネディの政策決定に大きく影
響しているものと思われる。ラスク国務長官が、今後の新政権の政策を大まかに要約している。
まず同盟諸国との協議を通じて共通の戦略理解を持つことが重要であること、SEATO として
の共同行動の措置を取ることと同時に国連での動きと呼応する形での中立委員会（neutral 
commission）の設立を準備すること、国際監視委員会復活の動きに関しては現段階では成り行
きに任せること等がラスクによって表明された。国連の動きに言及しているが、この時点でケ
ネディ政権が国連を利用しようとしていたとは考えられないが、中立委員会のようなものの設
立可能性を国務省内部では検討していたと考えられる。その様な可能性を米政府が考え始めた
背景としては、SEATO 締結国間の協議が今ひとつ順調でないこと、国際監視委員会の復活問
題やシアヌークの「14 ヶ国会議」案のどれを取っても米国としては現状では積極関与できる内
容でないことが挙げられよう。51）ラスクによれば、この頃作成されたラオス特別委員会
（Inter-Agency Task Force on Laos）による詳細な報告の一部をケネディは読んだとされてい
るが、この委員会報告は苦境にあるラオス情勢を詳細に分析している。その後のケネディ政権
の政策立案過程を見ると、このラオス特別委員会報告書の主張はかなりの線で政権に採用され
たと思われる。報告はまず、これまでのところ有効な共同行動が取れないできている SEATO
に言及するが、その様な状況の原因としては、英国やオーストラリアの共同行動に対するあま
りに慎重な姿勢が挙げられている。更に消極的なのはフランスとニュージーランドであり、特
にフランスはラオスにおける自国の立場や軍事要員を王国政府支持に使うことを躊躇するどこ
ろか、仏軍事要員の一部はラオス防衛の障害になっているとさえ報告書は指摘する。即ち報告
書は、フランスはブンウム政権を支持しないどころか、スワンナ・プーマを公にコン・レを暗
に支持し、英国は英国で米国の政策とは一線を画して、米国と共産諸国の仲介役に徹しようと
していると不満を表明している。52）多くの南アジア諸国も現ラオス政権の承認には消極的であ
り、米国の最近のラオスでの行動は内外を問わず批判が多く、米軍の介入を支持する国は殆ど
ない状況である。支持する国の中でタイ国のみが迅速に十分な数の兵員を展開することができ
ると報告は分析している。そしてラオスの地形に分析は及び、山岳ジャングルの地形、鉄道の
欠如、道路や滑走路の未整備の他に、特に海へのアクセスがない点でラオスを米軍地上軍投入
に最も不適な地と位置づけている。その後も米政府内部、特に軍関係者の間で、ラオスにおけ
る海へのアクセス手段の欠如が、米軍の投入を躊躇させる大きな原因として指摘され続ける。
米国の海軍輸送力、後方支援の力を十分に発揮できないこの問題は、ベトナムとラオスの決定
                                                          
51）Ibid., pp. 26-7. 
52）Ibid., pp. 38. 
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的相違として着目されてよい。ラオスは、まさに米国が logistical nightmare と呼ぶ状況であっ
た。 
 ラオス特別委員会報告は今後の政策勧告を行っており、ラオスでの効果的戦略の基本となる
のは政治的側面と軍事的側面の両方を同時に進行させることであるとする。現在の軍事的、政
治的文脈の中で、完全な軍事的勝利を勝ち取ることは不可能であり、一方政治問題の解決には
軍事的情勢が多大な影響を与えると分析する。現在パテト・ラオ側が占領するジャール平原や
その他の地域でのパテト・ラオの軍事的優位が続く限りにおいて、彼らが政治交渉の席に着く
ことは考えられず、彼らを交渉に引き入れるためには、米陸海空軍の展開による米国の直接介
入の可能性を示威することと、アジア南部の中立国の間でラオスの政治解決に向けた世論形成
等が必要であるとする。また報告は、中国が共産側に有利に展開するラオス情勢をどの程度利
用し無謀な行動に出るのかソ連も確信を持てないでいることや、米国におけるケネディ新政権
の誕生が前政権とは違った協調的対応を可能にするのではないかとの期待をソ連に抱かせてい
るとの分析を示す。このような中国を巡る思惑は、前年 60 年に表面化した中ソ論争が、ラオ
スを巡る外交的駆け引きにも影響し始めたことを物語っている。また米戦闘機によってソ連の
パテト・ラオ戦闘部隊への補給活動を阻止する試みは、同様の阻止行動を中ソ戦闘機がとる可
能性もあり、その場合山岳地帯やジャングルを活動地とするパテト・ラオと違い、王国政府側
が都市や物資供給センターという空襲の標的になり易い地域を支配している現状では、決して
有効な戦略とはなりえないとしている。また米地上軍の投入も、困難な補給やパテト・ラオ及
びベトナム軍に有利な地形、更にはゲリラ戦を考えると米軍に不利な状況は変わらない。ここ
で報告書は、政治目標としてどちらのブロックにも属さないラオス中立政権を支持する立場を
表明し、そのためには 57 年の「ビエンチャン協定」成立時の状態まで戻ることを提唱する。
そしてその場合には、ポンサーリーとサムヌアにおけるパテト・ラオの支配を暗黙了承すると
ころまでの譲歩を提言している。そして自由総選挙後の政権は、非重要ポストへのパテト・ラ
オ代表の入閣を認め、ラオス政府を西側に組み込まなくても、中立化によってこの国を西側に
とっての「緩衝国」とすることで十分であるとの判断を示す。ラオス特別委員会報告は、前政
権の政策からの明らかなハト派寄り政策転換と言っても過言ではない。53）鍵となるのは対ソ連
外交であるが、ソ連に対してどのようなアプローチをするにしろ、米国としては軍事と外交両
面において、現在持っている以上に多くの利点を獲得すべきであり、またそれらを利用しなけ
                                                          
53）先述の 1 月 19 日のホワイトハウスにおけるアイゼンハワー政権とケネディ政権スタッフの会合の様子
を、マクナマラ国防相がメモにしてケネディに提出しているが、その中で、アイゼンハワーとハーター国
務相の間にパテト・ラオの政権参加に関して微妙な見解の相違が存在したことが指摘されている。ハーター
は共産主義者の政権参加が結局は共産政権に道を開くと警告するのに対し、アイゼンハワーは共産側の代
表を含めた形での連合政府の存続は可能であるとの見解を表明している。Ibid., p.41. 
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ればならないと報告は指摘する。そのためには、ラオス国内、特にビエンチャン周辺地域での
軍事情勢の安定化、SEATO を基盤とした米タイ共同軍事活動の可能性探求、より多くの国々
による現ラオス政府の承認の 3 つが重要であるとしている。そして、現在の状況のままでソ連
にアプローチをすれば、ソ連側の強い拒絶に出会うか、所詮ソ連が賛同するシアヌークの「14 ヶ
国会議」案に引き込まれてしまうかのどちらかであるとして、米タイ合同軍事作戦に対する
SEATO の認可を得る努力と、新政権の威勢を最大限利用して各国にラオス現政権承認を求め
る外交努力を強く求めている。米国政府は、最終的には参加を決める「14 ヶ国会議」について
は、この時点ではまだ乗り気ではなかった。54） 
 1 月 25 日には、ケネディとレムニッツアー統合参謀本部議長を含む 7 名の軍関係者との会談
が行われる。大統領は、状況は楽観視できないもののあらゆる手段を使って現ラオス政権維持
を図るが、米軍の介入は最後の手段として残しそれまで英仏の協力を求めると言明する。一方
レムニッツアーも、ラオスへの米軍の大規模投入ではなく、現地軍の支援を優先するというの
が統合参謀本部の見解であると説明する。彼は、共産軍のどのような侵攻に米軍が対峙しよう
とも、英国等同盟国のメディアが米国の「好戦性」（trigger happy）を攻撃することは目に見
えているとやや諦め気味である。ところで、戦後まもなくして在日米軍の第 5 空軍司令官を務
めた空軍参謀総長トーマス・ホワイトは、オーストラリア軍の有効利用を提唱する。オースト
ラリアは東南アジア問題に米国から見ればやや煮え切らない態度を示し続けてきたが、レム
ニッツアーによれば近年はこの地域への関心を高めつつあった。これ以後のオーストラリアの
親米的な動きの背景には、63 年から 68 年にかけて国防相、外相を務めた反共保守で米国との
同盟を主唱したポール・ハズラックの力があったと思われる。55）以後オーストラリアは、ベト
ナム派兵等米国の希望に沿った東南アジア政策を展開する。 
2 月 3 日に開かれた大統領とブラウン駐ラオス大使の会合も、ケネディのラオス情報の蓄積
には大きな意味を持っていたであろう。大統領は王国軍側の士気の低下はようやく食い止めら
れたが、軍事的手段のみで完全勝利や満足いく問題解決は不可能であるとの見解を示した後、
大使に今後の政策について意見を聞く。ブラウンは、国務省内部で検討中の休戦を実現させて
中立ラオス王国を目指す先述の「中立委員会構想」に言及した後、米国と英仏の意見の相違を
克服するには時間がかかるとの見解を示す。それは単に友人間の今後の行動に関する意見の相
違の域を超え、英国は米国の動機や行動をも疑いだしたとし、米国と英仏の間に中立の概念に
おける考え方の相違が存在することが問題であるとする。それは具体的にはスワンナ・プーマ
                                                          
54）Ibid., pp. 28-33.  
55）ハズラックの東南アジアに対する反共戦略構想は、今から見れば若干論理は稚拙ながらフォーリン・ア
フェアズ誌に載った彼の論文に垣間見ることができる。Paul Hasluck, ‘Australia and Southeast Asia’, 
Foreign Affairs, vol. 43, no. 1, pp. 51-63. 
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とプーミーに対する意見の違いであり、英仏はラオス統一実現への唯一の道はプーマを支持す
ることであると考えている。ブラウンはこのような見解の相違が出る理由を、英仏が太平洋に
基盤を置く大国ではなくこの地域に対する責任を持たず、常に欧州での地位を基点に政策を考
えていることに起因しているとしている。大統領は中立委員会案には賛同しつつも、現在の共
産側に有利な軍事状況下で果たして彼らがこのような提案を受け入れるか疑問を呈している。
ケネディにラオス政治で鍵を握る 3 人について聞かれたブラウンは、その中でスワンナ・プー
マについては、基本的には反共の愛国主義者で国民の 90％が自分を支持していると彼自身は誤
解していること、共産勢力を自分の政権に入れても十分制御していけると思っているが、組織
能力はなく妥協しがちであり共産主義者の執拗さや無常さを理解していない等の判断を下して
いる。そしてプーマは、自分の異母弟であるスパーヌウォンや殆どのパテト・ラオ指導者が共
産主義者であることを認めたがらないとブラウンは評する。56） 
2 月 10 日付の米国務省から駐ラオス米大使館へ送られた電報を見ると、米国は国際監視委員
会の復活には本質的にその機能に限界があるとして懐疑的で、カンボジアとビルマに適切な国
を追加した「中立国委員会」（neutral nations commission）の創設を構想していた。この中立
国委員会構想は、先述の中立委員会構想を発展させたものと考えられ、その点からすれば、ラ
スク国務長官周辺で練られたものであろう。そしてラオスの中立化を考える時に、米国務省が
その模範としていたのはオーストリアの中立化であった。この中立国委員会案はソ連に対して
は政治的圧力となったが、それに加えて軍事的圧力を加える必要があり、そのような軍事圧力
の中で最も効果的なのはジャール平原の奪回であると国務省は考えていた。ジャール平原の奪
回を目指してプーミーの攻撃は始まっていたが、戦況はパテト・ラオ側の抵抗で一進一退の状
況であった。作戦での唯一の光明は米軍が訓練したモン族の活躍ぶりである。「モン族の悲劇」
は既に始まっていたと言えよう。57）当時国家安全保障担当大統領副補佐官として上司のバン
ディ補佐官（McGeorge Bundy）を補佐していたロストウ（Walt Whitman Rostow）は、大統
領への覚書の中でプーミーに関して注意すべき点を挙げている。中立国委員会構想のような米
国の外交攻勢を見て、プーミーが王国軍によるパテト・ラオに対する軍事行動を緩める良い機
会だと誤解しないように注意する必要があると、ロストウは指摘している。米政府高官は、プー
ミーの軍人としての資質に完全な信頼を置いていたわけではない。こうして米国はこの頃から、
                                                          
56）FRUS Laos, pp. 45-7. 
57）Ibid., p. 62. モンの悲劇については、竹内正右著『モンの悲劇 暴かれた「ケネディの戦争」の罪』毎
日新聞社を参照。モン族はインドシナ戦争で最前線部隊として活躍したが、ネオ・ラオ・イサラに参加し
た先述のファイダーン・ロブリヤーオの例が示すように、米仏だけでなく共産側戦闘部隊としても活躍、
或いは時に利用された歴史を持つ。ビエンチャンの北 160 キロ、マムグム・ダム近くのビア山の麓にある
ロンチェンは 1961 年に米軍秘密基地として設立されたが、ここでモン特殊攻撃部隊が組織された。 
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外交攻勢と軍事行動を密接に関連させる政策を遂行し始めたのである。58）2 月 20 日、ラスク国
務長官は駐米ソ連大使メンシコフを呼び、週末に起きた 2 つの出来事に対する米国の反応を説
明した。まずラオス国王サワーンワッタナーは、ラオスの中立化を主張すると同時に、外国軍
隊の介入中止等中立化の保障として、東南アジア諸国（カンボジア、マラヤ、ビルマ）によっ
て構成される中立国委員会を立ち上げることを宣言する。これは米国の筋書き通りであるが、
米国はラオス国王提案の実施に向けて協力を惜しまないと明言している。一方国際会議の招集
（シアヌーク提案の「14 カ国会議」）に関しては、現状では難しい旨メンシコフに伝えている。
もう一つの出来事は、ソ連政府が英国政府に返書を送り、国際監視委員会議長に対して、監視
委員会の復活とラオス問題解決のための会議の開催要請を出すことを提案したことである。監
視委員会復活の是非に関しては、米国はこの時点ではまだ明確な態度を決めかねていると考え
られる。59） 
 シアヌーク提案や国際監視委員会の復活についてのソ連の見解は、2 月 28 日再度開かれたラ
スク・メンシコフ会談で明らかとなる。今日のラオスの混乱は、正統な政権たるプーマ政権に
対して反旗を翻したブンウム＝プーミーに、米国が軍事支援を行った結果であるとメンシコフ
は断定する。そして、シアヌーク提案による国際会議の開催が最重要であるとし、更にこの国
際会議が監視委員会にどのような新たな権限を付与するかを決定すると語る。1954 年のジュ
ネーヴ会議で監視委員会に与えられた権限は、既に適切なものではなくなっている。前回の監
視委員会は平和の状況下での任務であったのに対し、今回は平和回復の任務が委員会に託され
る。そのためには国際会議にて新たな権限付与が必要である。ソ連政府は既に英国政府とイン
ド政府に対して、監視委員会をニューデリーに招集する手続きをとるように提案し、インド政
府も監視委員会の復活には賛成である。即ちソ連は、「14 ヶ国会議」開催と国際監視委員会の
復活の重要性を主張したのである。ソ連は、どのような東西交渉であっても、枠組みとしては
54 年のジュネーヴ協定の枠内で議論を進めたいと思っていた。その枠組みでもたらされたのが
スワンナ・プーマ首班の第 1 次連合政府であったのだから、ソ連がそのような基本方策を採る
のも無理もない。この段階で米国は、軍事的勝利を勝ち得た後のラオス中立の様態をまだ議論
している。3 月 9 日の閣議で、太平洋軍司令官フェルトはラオス王国軍の訓練を基本とする増
援という考えを確認するが、この頃から米軍の一部投入の話題が出始める。そして作戦成功後
                                                          
58）FRUS Laos, pp. 50-5. 
59）Ibid., pp. 56-8. ラオス国王に指名された 3 カ国のうち、マラヤのみが中立国委員会案に賛同し、ビルマ
は招待を受諾しなかった。カンボジアにいたっては、そのような委員会は単独の一方的提案で、国際会議
でラオス問題が議論され今後の方向が決められた後で結成されるべきもので、現段階では到底受け入れら
れるものではないと拒否する。Ibid., pp. 67. カンボジアとしては、シアヌーク提案という形で 14 ヶ国の
国際会議を招集しようとしており、米国の息のかかったラオス国王提案のような一方的提案には同調でき
ないのは当然であった。一方米国は、国際監視委員会の復活があったとして、その監視委員会によってま
ず停戦が確認されてから、国際会議を開催することが望ましいという立場であった。Ibid., p. 76. 
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の中立ラオスについては、反共ラオス、即ち共産勢力の強い影響力を抑えた（共産勢力排除と
は言っていない）ラオス政権の樹立であるべきであるとしている。これは、これまでの西側陣
営支持の「中立」ラオスとは若干ニュアンスを異としており、米国政府が所謂第 2 次連合政府
構想（若干名の共産勢力の入閣を認めた）受け入れに舵をきった時期である。即ち国務省の考
え方も、ラオスを 1954 年の状況に戻しそこから議論を始めるというものであるが、そのため
にも共産勢力が軍事的に優位にある現状の変更が必須であった。60） 
 3 月 10 日にモスクワの米大使館から国務省に送られた電報によると、このような米国の動き
にソ連のフルシチョフ首相は、米国の新しいラオス中立案が以前の中立の考え方と違う新しい
案である点は評価するが、ラオス国王の中立国委員会立ち上げの宣言は、それを受け入れる国
が殆どない現状では非現実的であるとしている。そして彼はスワンナ・プーマをカンボジアに
おけるシアヌークと同じ立場と位置づけ、シアヌークの「14 ヶ国会議」案に賛同を表明する。
更に休戦に関しては、前回の国際監視委員会と同じような組織体が良いとして、ラオスの中立
にはオーストリア型を、ラオスの近隣諸国の例としては、カンボジアやビルマの中立政策を追
求することを明言している。またフルシチョフは、プーマは共産主義者ではなくシアヌークや
ネールのような存在で、政権を取ってもプーマは親ソ連政策を採らないとの観測を示している。
ところで、同じ日に大統領副補佐官ロストウがケネディに提出したメモによると、このような
ラオス政策の綿密な調整が必要な時に、再び国務省と国防省・軍の意見の食い違いが表面化す
る。ロストウによれば、国務省はなるべく CIA や軍を介在させないで外交を推進しようとする
本能があり、しかし一度外交努力がうまくいかず危機に陥ると、全てを軍に放り投げる傾向が
ある。ラオス問題にしても、最初に駐ラオス大使ブラウンに意見を聞き、続いて太平洋軍司令
官フェルドに見解を述べさせ、二人を一緒に座らせて議論することがなかった。昨日（9 日）
表出した国務省とペンタゴンの不穏な関係は、全ての段階で外交と軍事をうまく調整する共産
圏諸国の政策立案過程と好対照を見せており、米国政府としてもそのような方向で状況を改善
し政策決定を行う必要があるというものである。ラオスの政治問題解決に向けた外交と、そのよ
うな政治決着を支援する軍事作戦の効果的統合が最も必要な時に起きた両者の軋轢であった。61） 
ところで米軍は、今回のジャール平原奪回作戦に自信を持っていた。軍事担当大統領補佐官
のクリフトン（Chester V. Clifton）によると、この作戦はプーミー案に CINCPAC と統合参謀
本部が若干の修正を加えたものであった。更にクリフトンは、ソ連のジャール平原への空輸は、
中国を今回の「騒動」から締め出し中国に将来この地域での影響力を持たせないためであると
                                                          
60）Ibid., pp. 63-79. 
61）ロストウのメモは、Ibid., p. 83. 問題となった場面を描いたと思われるメモは、pages of source text not 
declassified となっている。情報公開に踏み切れない程の内容であったのかと想像させられる。 
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の解釈を示している。またプーミーの軍は士気を回復しつつあるが、プーミーは有能な指揮官
を第一線から遠ざける傾向があり、プーミーが自分の他に軍事指揮官を育てたくない現状が紹
介されている。62）外交面での動きも活発化し、ラスクは今回の軍事作戦をあくまで交渉の基礎
を築くためと位置づけ、ソ連が事実上の停戦に応じるならば、英国がジュネーヴ会議共同議長
国としてソ連とニューデリーで会合し、その後この会合が米国も参加する「14 ヶ国会議」へと
発展するという考えを持ち合わせていた。即ち米政府は、監視委員会の復活と「14 ヶ国会議」
は、ソ連の事実上の停戦受け入れが前提となるとの立場を明確にしたのである。停戦がその他
の事柄に優先するというのが米国の立場であり、その点で監視委員会復活を受け入れてからの
停戦でよいとするフランスとは意見を異にしていた。但しフランスも、国際会議の前に停戦は
実施されるべきである点では米政府に同調する。3 月 21 日付で国務省から駐ラオス大使館へ送
られた電報においても、同じような手順が伝えられ、もしパテト・ラオの攻撃が止まない場合
は、国王と王国政府は SEATO に訴え、その場合 SEATO 軍をまずタイまで出動させ、いつで
もラオスに兵を送れる態勢を整えることになっていた。そして国王には、国王との協議が行い
やすいことや士気高揚のためにも、ルアンプラバーンの王宮ではなくビエンチャンに留まるよ
う要請することを伝えている。63）4 月 12 日付の米国務省から駐ソ米大使館宛電報による指令で
も、順序は停戦、ニューデリー会議を経ての監視委員会復活、そしてその後に 14 ヶ国会議で
あった。64） 
ところで、フランスは SEATO によるラオス介入には反対であったが、ケネディは少なくと
も近日バンコクで開催される SEATO 会合において、米仏の意見の食い違いが表出しないこと
を望んでいた。ラスクがバンコクで SEATO の会合に出席する間、国務省で留守を預かったの
は国務次官のボールズ（Chester Bowles）であった。彼はラスクに自説を要約して電報を送っ
ているが、その中で彼はラオスにおける米国や SEATO の軍事行動に反対を表明している。そ
の理由としては、そのような行動が北ベトナム或いは中国のラオス介入を誘発する可能性があ
ることが挙げられている。それに代わってボールズは、ラオス案件の国連安保理への提訴を勧
告する。国連での解決を導くためには米国が、共産勢力から数名の入閣者を含んだ形でのスワ
ンナ・プーマ政権を受け入れるか、北部 2 地方の分離を認めるかのどちらかを実行する必要が
あるとする。先述のラオス特別委員会の勧告と類似するハト派的提案であり、この時期のケネ
ディ政権の立場よりは一歩先を行っていた。しかしラスクは、ブラウンやフェルトと協議し、
国連へのラオス問題の持ち込みは現時点で適切でないとボールズに返答する。SEATO の団結
                                                          
62）Ibid., p. 84. 
63）Ibid., pp. 95, 98-9. 
64）Ibid., p. 125. 
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を誇示しラオスへの介入を決議しようとしている時に、ボールズ提案は政策に混乱をきたすも
のと受け止められたのである。65）4 月 1 日、大統領補佐官バンディはケネディにメモを提出し、
米政府のラオス政策の現状と今後の展望を要約している。後にデイヴィッド・ハルバースタム
によって The Best and the Brightest と呼ばれたケネディ政権安全保障担当者が行き着いた結
論であるが、その後のラオスでの政治的展開を見ると、実際の展開は彼らの希望する方向から
かなりずれて、ラオス特別委員会やボールズのハト派的提案に近い形で落ち着くことになる。
しかしバンディ覚書では、米国や一部同盟国はブンウム政権を支持し、スワンナ・プーマはソ
連の他に英仏によって支持されている中で、米政府としてはラオス国王に期待し、彼に国王兼
首相の役割を託したいとしている。ソ連の反対は予想できるが既成事実として組閣を進め、閣
僚としては共産側を満足させるためにプーマを無任所大臣として、そしてプイ・サナニコーン
を新たに入閣させて、その他の現政権閣僚はブンウムを副首相に降格させる以外はプーミーも
含め留任させるという極めて新鮮味のない、共産側が明らかに拒否するであろうと思われる内
容である。但し、もし共産側がプーマ以外の入閣を求めた場合は、コン・レとスパーヌウォン
を無任所で入閣させてもよいとしている。監視委員会に関しては、これまで委員会の機能は表
面的で十分でなく、共産側のラオス各地への浸透や村落での共産思想の教化活動をチェックで
きずにいたが、監視委員の人数増員によってより効果的な監視体制を樹立すべきとして、特に
インドの役割に期待を表している。外部の影響が浸透する中でのラオスの中立化は、オースト
リア型というよりは 1946－47 年のチェコスロヴァキアの不安定な状況と類似するとし、現状
下での選挙は共産勢力に政治の実権を握らせる可能性が高く、あらゆる手段を使って選挙の早
期実施を阻止すべきとしている。もし非同盟ラオスが実現不可能な場合、SEATO のアジア諸
国は南部ラオスを非共産圏としたラオス分割案に賛成するであろうと、初めてラオス分割とい
う選択肢の可能性に言及がある。更に PEO の活動は継続するとしても、「中立」ラオスの存在
が共産勢力のゲリラ作戦のための「回廊」となる可能性が大きく、それによって致命的影響を
特に受ける南ベトナムへの本格的支援を考える必要があると提案する。66） 
                                                          
65）Ibid., pp. 101-4. このようなこともあってか、ボールズは 61 年末に国務次官職をボール（George Ball）
と交替させられる。任務を適切に遂行しなかったためとか、ピッグス湾事件への反対を早まって漏らした
点等が理由として噂された。所謂 Thanksgiving Day Massacre である。ボールズはボールよりハト派であ
り、CIA の批判者でもあったためこれから本格化する米軍主導のベトナム軍事介入には不必要な人物でも
あった。Noam Chomsky, Rethinking Camelot (Cambridge MA, 1993). 
66）FRUS Laos, pp. 112-6. 国王に首相を兼務させることは憲政上問題があるとの意見も国務省内にはあっ
た。国務省としてはサナニコーンが現状では最良の首相候補と考えていたと思われる。Ibid., pp. 119-20. フ
リードマンは著書で、英露のスワンナ・プーマ担ぎ出し案に米政府内にも同調者が現れたとしてバンディ
覚書をその例として引き合いに出している。しかし、バンディは覚書の中でプーマ政権を念頭に入れてい
たわけではない。もし同調者がいたとすれば、それはボールズ国務次官であろう。Lawrence Freedman, 
Kennedy’s War: Berlin, Cuba, Laos, and Vietnam (Oxford, paperback 2002), p. 299. 
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５．61 年 4月危機から 62 年ジュネーヴ会議へ ―ケネディの選択― 
 
この頃ビエンチャンの東パークサンや南東に位置するターケークへの共産側の攻勢の可能性
が高まり、2 市の陥落によってラオスが軍事的に分割されると、ビエンチャン、ルアンプラバー
ンが共産側に残される懸念が米政府内部で高まった。ソ連の国際会議開催に対する真剣さが疑
われ、米国は PEO に対して戦闘作戦参加に関する禁止事項を解除し、軍服の着用と階級の使
用を命じ、事実上ラオスにおける米軍として任務に当たることを許している。67）ちょうど
キューバではピッグス湾で、ケネディ政権最初の軍事的失態が明らかになる頃である。キュー
バへの軍事介入失敗の直後に、ケネディがより大きな軍事的キャンブルである本格的な軍事介
入を米国から何千キロも離れたラオスで行うとは考えにくい。68）それ故、4 月のラオスへの介
入度合いの引き上げは、ケネディのラオス中立化政策に向けての動きの一環であることに変わ
りはない。ケネディ政権は、前政権同様基本的にはブンウム＝プーミーの政権を支持しつつ、
共産側と中立の定義は微妙に違うが、将来的には米国の考えるラオス中立策を推し進めようと
していた。王国軍への増援はあくまで政治交渉での立場を改善するためであって、完全な軍事
的勝利を目指したものではない。その後米国がラオス中立連合政府の構成で、閣内に共産勢力
側を受け入れていかなければならなかった背景には、日々悪化するラオス軍事情勢があったし、
混迷を極めるベトナム、キューバ情勢の影響があった。ジャール平原奪還作戦は、その意味で
は重要であった。プーミーの軍が奪回に成功していれば、米国の政策は本格的軍事介入にせよ
交渉による決着にせよ、もう少し選択肢があったはずである。しかし実情は増大するパテト・
ラオの攻勢の前に、米国は政治交渉前にラオスの軍事バランスを少しでも好転させるのに精一
杯であった。或いは米軍を本格介入させるという虚勢を張って、共産勢力を交渉の場に引き出
すことも米政府は考えていた。キューバやベルリンでの瀬戸際外交はまだ始まっていなかった
が、ケネディはラオスでも既にその片鱗を見せているようでもあった。 
ラオス問題は 61 年 4 月末から 5 月初旬にかけてが、米軍の本格的軍事介入か交渉かの分か
れ目であり最大の山場であった。緊迫感が更に増し、ぎりぎりの交渉と選択の時期を迎える。
4 月 24 日、ジュネーヴ会議共同議長の英露外相は、ラオスにおける休戦を呼びかける。同時に
両外相は、インド政府に対して国際監視委員会の復活を求め、更にラオス国際会議の招集を求
めている。翌 25 日、米国務省は声明を発表し、国際会議の招集はあくまで休戦が実現してか
                                                          
67）FRUS Laos, pp. 127-30. 逆にソ連のグロムイコ外相も、米国の介入度引き上げに疑問を呈し、当時進
行中の休戦、国際会議開催、監視委員会復活に向けての議論に水をさすものと非難している。Ibid., p. 145. 
68）Freedman, Kennedy’s War, pp. 299-300. ケネディの大統領特別顧問であったソーレンセンは、その著
書でケネディが次のように述べたと伝えている。‘Thank God the Bay of Pigs happened when it did. 
Otherwise we’d be in Laos by now and that would be a hundred times worse.’ Theodore C. Sorensen, 
Kennedy (Freedman により引用). 
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らであり、更に監視委員会の役目は休戦の監視に限られるべきで、そのように権限を定義され
た監視委員会のできるだけ早いラオスへの展開を求めている。26 日駐ラオス米大使館は国務省
への電信で、パテト・ラオがルアンプラバーン、ターケーク、サワンナケート、パークセー、
或いはその他のメコン川流域の主要地を攻撃できる拠点を設置した場合には、B-26 による爆撃
とそれに続く米軍、SEATO 軍の介入を求めている。このような行動が、現在進行中の交渉へ
向けての動きを台無しにする可能性があったが、他に選択肢のないほど現地の事態は切迫して
いた。米政府は最近のスワンナ・プーマと共産勢力の接触に懸念を示しており、このような軍
事、政治状況下で 14 ヶ国会議が開催されても、会議は共産側の勝利宣言の場と化すことにな
ると考えていた。そこで、米政府は国連安保理による休戦要求の道を考え始める。それを裏付
けるように国務省はアドレー・スティーヴンソン国連大使に、緊急の国連での対応に備えるよ
う指令を出している。この時点でのケネディ政権スタッフの大勢は、ラオスへの大規模軍事介
入の選択肢は正当化できないと考えていたが、ケネディ自身は、共産側へ休戦を求める圧力と
して軍事介入という最後のカードは残しておきたいと考えていた。国防総省のスタッフの中に
はアーレイ・バーグ海軍作戦部長のように、ラオスは軍事作戦を行うには困難な地であり中国
の介入の懸念もあるが、ラオスへの軍事介入がなければ東南アジア全域が失われると警告する
者もいた。しかし、他の東南アジア地域への影響は認識しながらも、ラオスへの軍事介入に反
対する意見がケネディ政権スタッフの大勢を占めていた。69） 
どのような犠牲を払っても共産ラオスを実現する覚悟が共産側にあるのかはっきりしない中
で、米政府には中国の動きが読みきれないでいた。中立ラオスに向けてのソ連の態度は、ジュ
ネーヴ会議共同議長国のイギリスや駐ソ米大使館からの連絡等で比較的明らかになってきたが、
中国のラオス軍事介入の可能性については、朝鮮戦争時の中共の越境参戦のイメージも手伝っ
て結論は持ち越された。ラスク国務長官は、SEATO 同盟の支援がない場合の米国のラオスで
の責任の範囲を問い直し始め、国王を筆頭に非共産ラオスが強く米国支持を打ち出さない場合
は、戦線をメコン川沿いとラオス南部（所謂ラオス panhandle）に下げてタイ、カンボジア、
ベトナムの安全保障に備えるとまで示唆している。これは一種のラオス分割論でもあり、また
ラオス中立連合政府樹立による緩衝国家論とも違ったラオス緩衝地帯論でもある。実際、踏み
とどまる防御線をどこに引くかとのロバート・ケネディ司法長官の質問に、マクナマラはタイ
と南ベトナムと答えたのに対し、ラスクはラオス 17 度線を示唆する。ラスクはまた再度国連
を巻き込むこと（‘get the United Nations “mixed up” with this’）に言及する。70）しかし本格
                                                          
69）FRUS Laos, pp. 138-47. 
70）Ibid., pp. 148-53. パテト・ラオの停戦の呼びかけは 3 日に米政府でも確認されており、国務省は即座に
駐ラオス大使館に打電し、王国政府に対しつまらない詳細に拘らないで停戦に協力するよう指示するよう
に命じている。Ibid., pp. 171-2. 
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介入の決断は引き伸ばされ、結果的に決断の延引が一番良い選択肢のように見えた。結局、米
側の決断の遅延で始まった神経戦は、ソ連にとっても好ましいものではなかったようである。
同じ頃スワンナ・プーマとスパーヌウォンはモスクワで会談し、両者の北京、ハノイ訪問を経
て、5 月 2 日に停戦命令が放送でハノイからパテト・ラオに伝えられる。そして 6 月 4 日のウ
イーンでの首脳会談で、ケネディとフルシチョフはラオスの中立化を確認する。71）結局米軍の
ラオスへの本格的軍事介入はなかったわけであるが、その後のベトナムへの米軍介入と比べ、
ラオスはどこが違ったのであろうか。第 1 次連合政府崩壊直後からの米政府の議論を見ている
と、米国にとってのラオスの地政学的重要度は、ベトナム等他の東南アジア諸国と比べ相対的
に低いという印象である。ラオスに代わって米国のベトナムへの軍事介入を誘ったのは、
logistical nightmare と言われたラオスの地理的制約に対して、米海軍力、後方支援能力を最
大限に発揮できるベトナムの海からのアクセスの良さであった。ただ米国の計算を誤らせたの
は、米軍の大量軍需物資補給に適したベトナム海岸線に対し、ホーチミン・ルートを機能させ
たラオスやカンボジアの東部を含めたベトナム山間部の懐の深さであり、また穏健で戦闘向き
でないラオス人に対し（米資料ではしばしばラオス王国軍の戦闘能力や士気の低さに対する不
満が聞こえた）、ベトミンの戦闘能力の高さであった。 
その後スワンナ・プーマ、ブンウム、スパーヌウォンの三者会談がラオスであり、ジュネー
ヴでも 14 ヶ国会議が開かれる。72）プーミーは最後まで中立連合政府の設立に反対しようとし、
そのため情勢の紆余曲折はあったが、62 年 6 月にジャール平原での再度の三者会談で連合政府
の樹立が決定される。同じ 6 月に連合政府は、ジュネーヴで他の参加国とともに、ラオス中立
化に向けた国際協定（62 年ジュネーヴ協定）に調印する。しかしベトナム戦の激化とともにラ
オスにとって不幸だったのは、ワシントンもハノイも、ラオスの中立化によってベトナムにお
ける自軍の戦争遂行が妨げられることを許さなかったことである。73）ホーチミン・ルートを
使った北ベトナムの活発な戦力移動も米軍のラオス空爆も、「中立」ラオスとは関係なく継続さ
れていく。更にラオスの政情は、プーマを中心とした中立派を分裂させ、左右の対立の中で中
立派の存在自体が危うくなっていく。元々米国の描くラオス中立構想と共産圏側の目指す中立
に相違があったことを考えると、このような状況に至ったとしても決して不思議ではない。三
者連合政府は三者の一致による政策決定が前提であったため、パテト・ラオの協力は不可欠で
あった。中ソ紛争の影響で、ソ連のパテト・ラオに対する影響力にも陰りが見え始め、逆に中
共と北ベトナムの「民族解放運動」がパテト・ラオのイデオロギー的バックボーンになりつつ
                                                          
71）Freedman, Kennedy’s War, pp. 303-4. 
72）三巨頭といっても、右派の実権はブンウムではなくプーミーが握っていたし、スパーヌウォンはあくま
で名ばかりのリーダーであった。 
73）Stuart-Fox, Laos, pp. 27-8. 
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あった。そして連合政府内の軋轢は、62 年末にまず中立派とパテト・ラオという以前の仲間同
士で起きることとなる。殆どの中立派はスワンナ・プーマと彼の軍事指揮官であるコン・レを
支持したが、中立派の中には共産側に立つ者もいた。後者の代表者がキニム・ポルセナ（Quinim 
Pholsena）である。中立派は外部の援助がなければ存続不能であったが、パテト・ラオはコン・
レに対する物資援助を打ち切る。するとプーマはこれまで敵視してきた米国に援助を求め、こ
れまでの対米観を 180 度転換させるのである。 
 
６．63 年以後の国内混乱とベトナム戦 
 
63 年 4 月に、連合政府内でのパテト・ラオのホープであったキニム・ポルセナが中立派の銃
弾に倒れると、パテト・ラオは連合政府内での支柱の一人を失った形になる。するとスパーヌ
ウォンとボンビチトは即座に連合政府を離れ、同じ頃始まったパテト・ラオのジャール平原で
の攻勢によってコン・レ軍が退却を余儀なくされると、中立派とパテト・ラオは完全に分離す
ることとなる。連合政府を再構築しようとするプーマの試みも失敗に帰し、プーマ、スパーヌ
ウォン、プーミーの三者会談でも合意に至らなかったので、プーマは辞任の意向を表明する。
その期に乗じてクプラシット・アバイ（Kouprasith Abhay）とシーホー・ランプタクル（Siho 
Lamphouthacoul）という若手将軍のクーデターが勃発し、彼らはプーマを逮捕し、プーミー
の軍権力の独占に歯止めをかけようとした。元々ラオス右派には派閥主義が蔓延し一枚岩でな
かったのであるが、4 月 19 日のクーデターを機に、それが一気に噴出したと言えよう。右派の
最大権力者は連合政府副首相のプーミーであったが、クーデターによって軍における影響力を
かなり失うこととなる。プーミーはサワンナケートを拠点に勢力を拡大してきたのであるが、
彼のライバルであり同じく右派のサナニコーン家が、クーデター後スワンナ・プーマを支持し
プーミーの汚職を明らかにしようとする。クプラシット・アバイはサナニコーン家の関係者で
あった。ところでクーデターそのものは、米国の支援を得られず失敗に終わる。米国はスワン
ナ・プーマ政権支持を変えず、即ち米国政府はラオス中立化政策を変更せず、逆にプーマは政
権存続のために徐々に米国と右派に歩み寄るようになる。74） 
62 年以降のラオス政情の展開を見ると、ラオスの国民性にそぐわないパテト・ラオの攻撃性
が中立派を西側寄りに追いやり、右派の混乱を助長したと分析できよう。北ベトナムの「指導」
を受けたパテト・ラオは徐々に「民族解放運動」へと運動の方向性を明確化し、その結果東西
対立の枠組みに乗っていったと言えよう。ちょうど米国も、ピッグス湾事件、ベルリン危機、
                                                          
74）Robert Shaplen, ‘Both Banks of the Mekong’, The New Yorker, Jan. 16, 1965; Eric Pace, ‘Laos: 
Continuing Crisis’, Foreign Affairs, vol. 43, no.1, pp. 66-8, 72-3. Eric Pace は当時 Time-Life 社の特派員。 
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そして 62 年 10 月のキューバ危機と冷戦モード一色の時期である。このような状況下でラオス
中立派が存続できる道は殆どなかった。元々パテト・ラオは中立派を反帝ブルジョア運動と考
え、コン・レのクーデター後も協力提携関係を維持したが、62 年頃にはコン・レやスワンナ・
プーマを反動勢力とみなし敵視し始める。パテト・ラオの考える中立派のイメージからは、コ
ン・レもプーマもかけ離れた存在となりつつあったからである。パテト・ラオと違いラオス中
立派にはイデオロギー的土台はなかったが、スワンナ・プーマは共産圏に近いラオスの地理的
位置にもかかわらず、ラオスを東西の抗争から独立した国家とする希望を持っていた。プーマ
の米国や右派に対するアレルギーが消え始めると、逆に彼にはパテト・ラオに対する幻滅や不
信感が芽生えてくる。それを象徴するのが、プーマのスパーヌウォンに対する考え方の変化で
ある。いまやプーマは西側の分析に同調し、パテト・ラオを統括するのは表に立つスパーヌウォ
ンではなく、スパーヌウォンの後ろに控える北ベトナムの影響下にある人物達であるとの理解
を持つ。75）1975 年のラオス人民共和国建国時に、この分析が正しかったことが証明される。問
題はラオス中立派が確固とした中立構想を持たない中で、左右両派の中立案に大きな違いが
あったことである。北ベトナムはラオス中立の原型として、シアヌークが追放されるまでのカ
ンボジアの中立を思い描いていたと考えられるし、他方米国はカンボジア型は中立の名に値し
ないと理解していたはずである。更に中立派には、強力な外国の支援国家がなかったことも大
きな弱みであった。 
65 年以降ベトナム戦が激しさを増すとラオスもその影響を受け、北ベトナム地上軍がラオス
に投入され、アメリカのラオス秘密爆撃が続くこととなる。北部ラオスではモン族やヤオ族が
ゲリラ戦に向けて米軍により登用され訓練される。しかし 72 年に米国がベトナムからの撤退
を準備し始めると、パテト・ラオはパリにおける米国と北ベトナムの交渉に呼応して、ラオス
の停戦協定締結のため前提条件なしで王国政府と交渉を始めることを提案、「ラオスにおける平
和回復及び民族和解に関する協定」が締結される。そして 74 年 4 月には、スワンナ・プーマ
を首相として第 3 次連合政府が成立する。パテト・ラオは、当初何年かはこの連合政府を維持
する方向で準備していたと考えられるが、予想より早いカンボジアや南ベトナムでの右派政権
の崩壊によって、ラオスの政治的バランスにも変化が起きる。76）ベトナムからの撤退を決めた
厭戦気分の米国には、このようなラオスの状況を修復する意志も政策もなかった。 
                                                          
75）Ibid., pp. 70-2. 
76）Stuart-Fox, Laos, pp. 29-32. 
